
そもそも中堅・中小企業は何社あるのか？ひとり情シスが多くなる年商や従業員数の境界線は？今後の経常利益とIT支出は
増加/減少のどちらの見通しか？円安、輸出規制、システム内製、人材不足、法改正など、IT支出増減の背景/要因は何か？

本ドキュメントは「調査対象」「設問項目」および「試読版」を掲載した調査レポートご紹介資料です。
調査対象ユーザ企業属性：   「どんな規模や業種の企業が対象かを知りたい」⇒ 1ページ
設問項目： 「どんな内容を尋ねた調査結果なのかを知りたい」⇒ 2～8ページ
集計データや試読版： 「調査レポートの内容を具体的に見てみたい」⇒ 9～15ページ

[調査レポートで得られるメリット]
1. 年商/業種/従業員数/所在地といった様々な観点で市場動向を把握することができます。
2. 収録されている集計データをカタログや販促資料などに引用/転載いただくことができます。

本調査レポートでは以下のような属性に合致する1300件（有効回答件数）の中堅・中小企業を対象とした調査を行っている。

サンプル数： 1300社（有効回答件数）

A1.年商区分： 5億円未満（200社）  /  5億円以上～10億円未満（200社） / 10億円以上～20億円未満（200社） /

20億円以上～ 50億円未満（200社） /  50億円以上～ 100億円未満（200社） / 

100億円以上～ 300億円未満（200社） / 300億円以上～ 500億円未満（100社）

A2.職責区分： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責

  A3.従業員数区分： 10人未満 / 10人以上～20人未満 / 20人以上～50人未満 / 50人以上～100人未満  /

 100人以上～300人未満 / 300人以上～500人未満 / 500人以上～1000人未満 /

1000人以上～3000人未満 / 3000人以上～5000人未満 / 5000人以上

A4.業種区分： 組立製造業 / 加工製造業 /  建設業 / 卸売業 / 小売業 / 流通業（運輸業） /  

IT関連サービス業 / 一般サービス業 / その他

  A5.所在地区分：   北海道地方 / 東北地方 / 関東地方 / 北陸地方 / 中部地方 / 近畿地方 / 中国地方 /

 四国地方 / 九州・沖縄地方

調査実施時期：   2026年7月～8月

上記に加えて、「A6.IT管理/運用の人員規模」（IT管理/運用を担う人材は専任/兼任のいずれか？人数は1名/2～5名/

6～9名/10名以上のどれに当てはまるか？）および「A7.ビジネス拠点の状況」（オフィス、営業所、工場などの数は1ヶ所/

2～5ヶ所/6ヶ所以上のいずれか？ITインフラ管理は個別/統一管理のどちらか？）といった属性についても尋ねており、

A1～A7を軸として、以降に述べる全ての設問を集計したデータが含まれる。 以下の3つのグラフは調査対象1300社の

「従業員数」「業種」「所在地」分布である。中堅・中小市場の幅広い企業が対象となっていることが確認できる。
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本調査レポートの背景

ノークリサーチでは、ITインフラ（サーバ/ストレージ/エンドポイント/ネットワーク）、クラウドサービス、業務アプリケーション、

ノーコード＆ローコード、AIエージェント、DXソリューションなど、中堅・中小企業のIT活用実態をテーマとした多種多様な

調査レポートを発刊している。

だが、そうした各論に入る前に、

「そもそも中堅・中小企業は何社存在するのか？年商/業種/地域の分布状況は？」

「どれくらいの企業が業績においてプラスもしくはマイナスとなっているのか？」

「業績とIT支出の関係性は？業績が悪くてもIT支出を増やすことはあるのか？」

「IT支出を増やす/減らす要因は何か？（円安、物価高、AIの普及、法改正など）」

といった中堅・中小企業の基本情報やIT支出を左右するビジネス環境については意外と知られていない。

そこで、本調査レポートでは全ての調査レポートに共通する基礎データを収録し、中堅・中小企業に対してIT製品/サービス

を訴求する上で把握しておくべき「基本構造」を解説している。
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分析サマリの章構成

本調査レポートは調査結果の要点と提言を記載した「分析サマリ」（PDF形式）と多数の集計データ（Microsoft Excel形式）で

構成されている。集計データには3～8ページに列挙された各設問を様々な観点で集計した結果が収録されている。それらの

詳細は9～11ページの「本調査レポートの集計データ」で述べる。一方、分析サマリは以下の4つの章から構成されている。

第1章： 年商/業種/地域で見た中堅・中小企業の社数分布と経年変化

そもそも中堅・中小企業の定義とは何か？中堅・中小企業は何社存在しており、増えているのか、減っているのか？

増えている/減っている年商、業種、地域の区分はどこか？など、中堅・中小企業の定義と社数分布に関してIT企業

が把握しておくべき重要ポイントを解説している。

第2章： IT管理/運用の人員体制などで知っておくべき重要な境界線

中堅・中小向けIT市場を理解する上では年商、業種、地域といった基本的な属性だけでなく、IT管理/運用の人員規模

（いわゆる「ひとり情シス」の状態か、専任の情報システム部門があるか？など）やビジネス拠点の状況（オフィス、工場、

営業所など、ビジネス活動を行う場所は幾つあるか？ITインフラは拠点毎に個別管理されているか、それとも統一管理

されているか？という観点も不可欠となる。IT活用に直結する「IT管理/運用の人員規模」や「ビジネス拠点の状況」には

「年商***億円を下回ると、ひとり情シスの割合が過半数になる」など、幾つかの重要な境界線がある。本章ではIT企業

が理解しておくべき重要な境界線を網羅的に解説している。

第3章： 年商/業種/地域で見た中堅・中小企業の業績とIT支出の状況

2025年と2026年で比較した場合の経常利益およびIT支出の増減を20%以上減少、10%以上～20%未満減少、5%以上～10%

未満減少、5%未満減少、ほとんど変化なし、5%未満増加、5%以上～10%未満増加、10%以上～20%未満増加、20%以上増加、

判断できない、といった詳細な選択肢によって尋ね、その結果を年商別、業種別、地域別に明らかにしている。 また、経常

利益の増減とIT支出の増減についても分析している。（「経常利益は減少だが、業績を改善するためにIT支出を増やす」と

いったケースはどれくらい存在するのか？など）

第4章： IT支出増減の背景および要因(年商別/業種別/地域別に分析)

エネルギーや原材料の価格変動、円安、輸出規制、サイバー攻撃やデータ漏えい、自然災害、老朽化したIT資産、

システム内製、人材不足、法改正など、5カテゴリ、計23項目に渡る選択肢を列挙して、IT支出増減の背景/要因は

何か？を集計/分析している。こうした背景/要因は同じ項目であっても、年商や業種によってIT支出を増加させる

こともあれば、減少させることもある。したがって、第3章で述べたIT支出増減の回答結果も加味した上で、IT支出の

増加/減少につながりやすい背景/要因は何か？を年商、業種、地域の特性も踏まえて明らかにしている。



本調査レポートの設問項目（1/6）

本調査レポートの設問は企業の属性を尋ねた「属性設問」と経常利益やIT支出の増減および背景/要因を尋ねた「業績設問」

の大きく2つに分けられる。以下では、それらの設問の構成や内容について列挙していく。

属性設問
本調査レポートでは有効サンプル数1300社（1企業1サンプル）の中堅・中小企業を対象としたWebアンケート調査を実施して

いる。調査サンプルは以下の属性設問に応じて分類され、本レポート内には各属性を軸とした集計データ(数表およびグラフ)

が含まれている。

A1.年商：

企業の年商を尋ねた設問である。年商300億円未満の6つの区分は各200サンプル、年商300億円以上～500億円未満の

区分は100サンプル取得し、企業規模に応じた集計/分析が行えるようになっている。

・5億円未満    200サンプル

・5億円以上～10億円未満  200サンプル

・10億円以上～20億円未満  200サンプル

・20億円以上～50億円未満  200サンプル

・50億円以上～100億円未満  200サンプル

・100億円以上～300億円未満  200サンプル

・300億円以上～500億円未満  100サンプル

上記のサンプル分布を中堅・中小企業の企業規模区分に当てはめると以下のようになる。（分析/提言をまとめた「分析

サマリ」では、主に以下の年商区分を用いる）

・小規模企業層    年商5億円未満   200サンプル

・中小企業層   年商5億円以上   ～ 50億円未満 600サンプル

・中堅下位企業層   年商50億円以上  ～ 100億円未満 200サンプル

・中堅中位企業層   年商100億円以上 ～ 300億円未満 200サンプル

・中堅上位企業層   年商300億円以上 ～ 500億円未満 100サンプル

実際の企業数のみを考えた場合には小規模企業層の方が中小企業層よりも数字は大きい。だが、小規模企業層では

業務アプリケーションの導入率も低く、中堅・中小企業向けの業務アプリケーション市場に着目した場合は中小企業層

が社数においては最も大きな区分となっている。こうした背景を踏まえて本調査レポートのサンプル分布も中小企業層

が最も多くを占めている。

A2.職責：

本調査レポートは中堅・中小企業の業績とIT支出をテーマとしているため、それらの状況を把握/理解している職責者を

調査対象とする必要がある。そのため、以下の選択肢に該当しない回答者は本調査のサンプルから除外されている。

・情報システムの導入や運用/管理の作業を担当している

・情報システムに関する製品/サービスの選定または決裁の権限を有している

A3.従業員数：

従業員数の区分は以下の通りである。年商区分と従業員数区分は概ね比例関係にある。

・10人未満

・10人以上～20人未満

・20人以上～50人未満

・50人以上～100人未満

・100人以上～300人未満

・300人以上～500人未満

・500人以上～1000人未満

・1000人以上～3000人未満

・3000人以上～5000人未満

・5000人以上

3次頁へ続く



本調査レポートの設問項目（2/6）

A4.業種：

業種の区分は以下の通りである。<<**>>の部分が業種を示し、その下に列挙されているものは各業種に含まれる業態を

記述したものである。集計は業種の単位で行われる。この分類は総務省統計局の「日本標準産業分類」に準拠している。

<<組立製造業>>

・一般機械器具製造業（産業用機械機器など）

・電気機械器具製造業（発電機、蓄電池、民生用電気機械機器など）

・情報通信機械器具製造業（通信機器、コンピュータなど）

・電子部品・デバイス製造業（半導体、集積回路など）

・輸送用機械器具製造業（自動車、鉄道車両、航空機など）

・精密機械器具製造業（測定/分析機器、医療用機械器具、光学機械器具など）

・その他の組立製造業 

<<加工製造業>>

・食料品、飲料、たばこ、飼料製造業 

・衣類、繊維工業

・家具、木材、木製品製造業

・パルプ、紙、紙加工品製造業 

・印刷、印刷関連業 

・化学工業 

・石油、石炭、プラスチック、ゴム、革製品製造業 

・窯業、土石製品製造業 

・鉄鋼業 

・非鉄金属製造業 

・その他の加工製造業

<<建設業>>

・職別工事業

・総合工事業

・設備工事業

・その他の建設業

<<卸売業>>

・繊維、衣服

・食料、飲料

・建築材料、鉱物、金属材料

・機械器具

・その他の卸売業

<<小売業>>

・百貨店、総合スーパー

・衣服、靴、かばん

・食料、飲料

・自動車、自転車

・家具、建具

・陶磁器、金物

・家電、機械器具

・医薬品、化粧品

・書籍、文房具

・その他の小売業
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本調査レポートの設問項目（3/6）

前頁からの続き

<<流通業（運輸業）>>

・運輸業（鉄道、道路、水運、航空）

・倉庫業

・運輸付帯サービス業

<<IT関連サービス業>>

・受託開発ソフトウェア業

・パッケージソフトウェア業 

・情報処理サービス業（システム運用など）

・情報提供サービス業（有料サイト運営など）

・その他のIT関連サービス業

<<一般サービス業>>

・電気、ガス、水道、熱供給

・通信、放送

・金融、証券、保険

・不動産

・飲食店、宿泊業

・医療、福祉

・教育

・協同組合

・その他のサービス業

<<その他>>

・官公庁、地方自治体

・その他： 

A5.所在地（地域）：

調査対象となる企業の本社所在地については以下の地方単位で集計を行っている。

・北海道地方 北海道

・東北地方 青森県,岩手県,宮城県,秋田県,山形県,福島県

・関東地方 茨城県,栃木県,群馬県,埼玉県,千葉県,東京都,神奈川県

・北陸地方 新潟県,富山県,石川県,福井県

・中部地方 山梨県,長野県,岐阜県,静岡県,愛知県,三重県

・近畿地方 滋賀県,京都府,大阪府,兵庫県,奈良県,和歌山県

・中国地方 鳥取県,島根県,岡山県,広島県,山口県

・四国地方 徳島県,香川県,愛媛県,高知県

・九州/沖縄地方 福岡県,佐賀県,長崎県,熊本県,大分県,宮崎県,鹿児島県,沖縄県

A6.IT管理/運用の人員規模：

IT管理/運用を担う人材は兼任/専任のいずれか？担当者の人数はどれくらいか？を示した区分である。集計は下記に

列挙された選択肢（13項目）の単位で行われる。（分析/提言をまとめた「分析サマリ」では（）内に記載された短い選択肢

表記を用いている）

<<担当者が決まっているが、いずれも兼任>>

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が1名いる（兼任1名）

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が2～5名いる（兼任2～5名）

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が6～9名いる（兼任6～9名）

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が10名以上いる（兼任10名以上）
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業績設問
業績設問では2025年と2026年を比較した場合の経常利益やIT支出の増減見通し、IT支出増減の背景/要因を尋ねている。

B1.経常利益の増減見通し：

2025年と比較した時の2026年における経常利益の増減見通しを尋ねた設問である。ここでの経常利益とは、年間の売上高

から「原価（仕入れ額や原材料費）」、「販管費/一般管理費（給与、広告宣伝費、運送費、地代/家賃）」を差し引き、「営業外

損益（為替や株の売買などによる利益または損失）」を加味した金額を指す。選択肢は以下の通り。

・20%以上減少

・10%以上～20%未満減少

・5%以上～10%未満減少

・5%未満減少

・ほとんど変化なし

・5%未満増加

・5%以上～10%未満増加

・10%以上～20%未満増加

・20%以上増加

・判断できない

本調査レポートの設問項目（4/6）

前頁からの続き

<<担当者が決まっており、いずれも専任>>

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が1名いる（専任1名）

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が2～5名いる（専任2～5名）

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が6～9名いる（専任6～9名）

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が10名以上いる（専任10名以上）

<<外部の人材に委託している>>

・ITの管理/運用は社内常駐の外部人材に委託している（常駐の外部人材に委託）

・ITの管理/運用は非常駐の外部人材に委託している（非常駐の外部人材に委託）

<<担当者が決まっていない>>

・ITの管理/運用を担当する社員は特に決まっておらず、ITの管理/運用は全く行っていない

（IT管理/運用は全く行っていない）

・ITの管理/運用を担当する社員は特に決まっておらず、その都度適切な社員が対応している

（その都度適切な社員が対応）

<<その他>>

・その他：

A7.ビジネス拠点の状況：

ビジネス拠点とはオフィス/営業所/工場などのビジネス活動を行う場所を指す。ビジネス拠点の数およびIT関連インフラの

管理状況（管理が統一されているか、個別に行われているか？）を以下の選択肢で整理した区分となっている。

（分析/提言をまとめた「分析サマリ」では（）内に記載された短い選択肢表記を用いている）

・拠点は1ヶ所のみである（1ヶ所のみ）

・2～5ヶ所の拠点があり、サーバやネットワークといったインフラは全拠点で統一的に管理されている

（2～5ヶ所（ITインフラは統一管理））

・2～5ヶ所の拠点があり、サーバやネットワークといったインフラは各拠点で個別に管理されている

（2～5ヶ所（ITインフラは個別管理））

・6ヶ所以上の拠点があり、サーバやネットワークといったインフラは全拠点で統一的に管理されている

（6ヶ所以上（ITインフラは統一管理））

・6ヶ所以上の拠点があり、サーバやネットワークといったインフラは各拠点で個別に管理されている

（6ヶ所以上（ITインフラは個別管理））

・その他：

6次頁へ続く
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次頁へ続く

B1S.経常利益の増減見通し：

設問B1の選択肢を「減少」「ほとんど変化なし」「増加」「判断できない」の4つの選択肢にまとめた派生設問である。

B2.IT支出の増減見通し：

2025年と比較した時の2026年におけるIT支出の増減見通しを尋ねた設問である。ここでのIT支出とは、業務において

ITを活用する際に必要となる以下の製品/サービスに対して拠出する費用の年間合計額を指す。

ハードウェア： サーバ、ストレージ、PC、スマートデバイス、ネットワーク

ソフトウェア： OS、ミドルウェア、業務アプリケーション

サービス： SaaS/PaaS/IaaS、コンサルティング、アウトソーシング、システム開発/運用

選択肢は以下の通り。

・20%以上減少

・10%以上～20%未満減少

・5%以上～10%未満減少

・5%未満減少

・ほとんど変化なし

・5%未満増加

・5%以上～10%未満増加

・10%以上～20%未満増加

・20%以上増加

・判断できない

B2S.IT支出の増減見通し：

設問B2の選択肢を「減少」「ほとんど変化なし」「増加」「判断できない」の4つの選択肢にまとめた派生設問である。

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）：

IT支出に影響を与えると考えられる背景や要因を選んで回答する設問である。設問B2Sで「減少」と回答した場合はIT支出

が減少する背景/要因、「増加」と回答した場合にはIT支出が増加する背景/要因を回答する。設問B2Sで「ほとんど変化なし」

と回答した場合はIT支出の増減に影響を与えると想定される背景や要因を回答する。また設問B2Sで「判断できない」と

回答した場合には設問B3は対象外となる。選択肢は5カテゴリ、計23項目（「その他」「全く思いつかない」を除く）に及ぶ。

<<社会環境やビジネス環境に関連する項目>>

・国際情勢などに伴うエネルギーや原材料の価格変動 

例） 中東諸国の間で紛争が起きることによって、原油の調達が滞る

・円安に起因するクラウドサービスなどの利用料変動 

例） IaaSの月額費用がドル建てなので、社内設置サーバに移行した

・輸出規制などに伴うサプライチェーンの停止や停滞 

例） 中国の対日レアメタル輸出停止で世界の半導体生産が停滞する

・取引先からの値下げ圧力や価格転嫁の据え置き 

例） 効率化の名目による実質的な値下げ要請や価格転嫁の拒絶など

・サイバー攻撃やデータ漏えいの発生件数の増加 

例） ランサムウェア被害や個人情報の故意もしくは過失での流出など

・IT企業側の合併や買収による価格/内容の変動 

例） ベンダ買収によって、ライセンス体系が変更されて高額になった

・自然災害、パンデミック、地政学リスクの高まり 

例） 地震/津波/台風、危険な感染症、台湾有事などによる緊急事態
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前頁からの続き

<<自社の経営や方針に関連する項目>>

・非効率な業務を改善するデジタル化（DX）の推進 

例） 取引先との見積書や請求書のやりとりを紙面からPDFに変える

・データ主権やソブリンAIに沿ったIT活用の考え方 

例） 自社のデータを外部のAIサービスに預けずに自社内で活用する

・自社の業態変化（オンライン化や六次産業化など） 

例） 店舗からECへの販路拡大や小売からサービス業への業種拡大

・会計データと金融サービスを一体化させた経営 

例） 会計データを金融機関と連携させて、融資判断を迅速に受ける

<<IT環境の整備や管理/運用に関連する項目>>

・老朽化したIT資産（オフコンなど）の刷新や維持 

例） オフコン上のシステムを新たな開発言語でクラウドに再構築する

・従量課金でAIを業務に活用する場面の増加 

例） 大量の文書を生成/要約したら、費用が高額になってしまった

・業務システムを内製する取り組みの増加 

例） 必要なシステムはノーコード開発ツールで現場社員が自ら作る

<<人材に関連する項目>>

・現場で本業を担う人材の不足 

例） 工場、店舗、作業所などでノウハウを積んだ人材が退職してしまう

・IT管理/運用を担う人材の不足 

例） IT管理/運用を担う人材が確保できず、現場の社員が兼務している

・AI普及に伴う職責/配属の転換 

例） AIによって簡易な作業が自動化され、事務担当者の仕事が減った

<<法改正に関連する項目>>

・2027年4月施行予定の飲食料品の消費税減税 

2027年4月から2年間限定で飲食料品の消費税が8%から1%に軽減（外食は除外）

・2027年以降に施行予定の労働基準法改正 

連続勤務の上限規制（13日以内）、勤務間インターバル義務化（11時間以上）など

・2026年1月施行の取引適正化法（旧：下請法） 

物品運送委託を規制対象に追加、手形払いや協議を伴わない金額決定の禁止など

・2026年4月施行の改正労働安全衛生法 

委託先/発注先が個人事業主/フリーランスである場合の労災防止対策の義務化など

・2026年10月施行のカスハラ防止義務化 

業態を問わず、カスタマーハラスメント防止措置が雇用管理上の措置義務となる

・2026年12月施行の改正公益通報者保護法 

従業員に加えて、フリーランスや業務委託先も通報者の範囲に拡大されるなど

<<その他>>

・その他：

・全く思いつかない（排他）
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【集計データの種類】

本調査レポートの集計データは設問の形式や表側の有無などによって、以下に列挙した2通りに大別することができる。

・単純集計データ

表側を設けずに設問の回答結果をそのまま集計したデータである。

・表側を伴う設問の集計データ

表側を軸として設定して、選択肢を選ぶ設問を集計したデータである。後述するように、この集計データは更に「主要

分析軸集計データ」と「質問間クロス集計データ」に分けられる。

以下では上記に述べた2種類の集計データについて、具体例と共に詳細を解説していく。

【単純集計データ】

ファイル命名規則：【表頭名】単純集計.xlsx

「表頭名」には集計対象となる設問名または設問グループ名が入る。

例）【B系列】単純集計.xlsx B系列の全設問の結果を収録したファイル

以下は【B系列】単純集計.xlsxの設問「B1」の単純集計データの具体例である。

左側の数表では各選択肢の回答数(n)と回答割合(%)の数表、右側には各選択肢の回答割合を示す帯グラフが配置される。

【表側を伴う設問の集計データ】

ファイル命名規則：【表頭名】(【表側名】表側).xlsx

「表頭名」には集計対象となる設問名または設問グループ名、「表側名」には表側となる設問名が入る。

9

本調査レポートで用いられている用語の説明やファイルの命名規則は以下の通りである。

【用語の説明】

本調査レポートの集計データはMicrosoft Excel形式の数表やグラフとして収録されている。 集計データが示す内容を的確

に読み取るためには「どんなデータをどのような軸で集計した結果なのか？」を常に意識する必要がある。そのために理解

しておくべき用語を以下に記載する。

「表頭」 実際の集計対象となる設問を指す。集計表では列表記に相当し、グラフでは凡例に相当する。例えば、

「年商別に経常利益の増減見通しを集計したデータ」の場合は「経常利益の増減見通し」が表頭である。

「表側」 表頭となるデータを区切って集計する際の区分に相当する設問を指す。集計表においては行表記に相当し、

  グラフにおいてはそれぞれの帯に相当する。例えば、「年商別に経常利益の増減見通しを集計したデータ」

の場合は「年商」が表側である。

次頁へ続く
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前頁からの続き

表側を伴う選択肢設問の集計データは更に以下の2通りに分けられる。

・主要分析軸集計データ

サンプル属性（A1～A7）を表側とする集計データ

例）【B系列】(【A1】表側).xlsx B系列の全設問を年商「A1」を軸として集計した結果

・質問間クロス集計データ

B系列同士あるいはサンプル属性同士のように、設問同士を掛け合わせた集計データ

例）【B系列】(【B1S】表側).xlsx  B系列の全設問を経常利益の増減見込み「B1S」を軸に集計した結果

例）【A6＆A7】(【A3】表側).xlsx IT管理/運用の人員規模「A6」およびビジネス拠点の状況「A7」を

従業員数「A3」を軸として集計した結果

主要分析軸集計データは「年商別や業種別に経常利益やIT支出の増減見込みを把握したい」といった全体的な傾向を

把握する目的に適している。一方で、質問間クロス集計データは「IT支出が減少する場合と増加する場合のそれぞれで

増減の背景/要因は何か？」を確認するなど、より詳細な集計結果を知りたい場合に参照される。

表側を伴う選択肢設問の集計データは1設問につき1シートの形式となっており、表頭の設問名が各シートのタブ名に

記載されている。表側を伴う選択肢設問の集計データの各シートは以下の4つの要素から構成される。

[自動生成コメント]（以下の図A）

集計データの概要が端的なコメントとして記載されている。ただし、このコメントは自動生成された参考コメントとしての

位置付けであるため、設問選択肢の詳しい意味合いなどは加味されていない点に注意する必要がある。

[設問結果の単純集計結果グラフ]（以下の図B）

選択肢の数に応じて縦棒グラフまたは横帯グラフのいずれかによって表側が設定されていない状態の集計結果を端的

に示している。

[表側を伴う集計結果の数表]（以下の図C）

表側を設定した状態での集計結果を数表として表示している。数表内には選択肢毎の回答件数(n)と回答割合（%）が

記載されている。

[表側を伴う設問結果のグラフ] （以下の図D）

表側を設定した状態での集計結果を積み上げ横棒グラフとして表示している。可視性を考慮して、5%未満の数値に

ついてはグラフ中の数字表記を非表示としている。表頭となる設問が単一回答設問である場合は目盛に値の付いた

横軸が表示される。複数回答設問の場合には複数の選択肢を合計した数値には重複が含まれるため、誤った数値

の読み取りを避ける目的で横軸の目盛の値を非表示としている。
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【集計データファイルの一覧】

以下では、本調査レポートに収録されている集計データファイルの一覧を列挙する。

・単純集計データ

サンプル属性.xlsx A1～A7の集計結果データ

【B系列】単純集計.xlsx B系列設問の集計結果データ

・表側を伴う設問の集計データ

主要分析軸集計データ：（いずれも表頭はB系列の設問）

【B系列】(【A1】表側).xlsx 年商を表側としたデータ

【B系列】(【A2】表側).xlsx 職責を表側としたデータ

【B系列】(【A3】表側).xlsx 従業員数を表側としたデータ

【B系列】(【A4】表側).xlsx 業種を表側としたデータ

【B系列】(【A5】表側).xlsx 所在地(地域)を表側としたデータ

【B系列】(【A6】表側).xlsx IT管理/運用の人員規模を表側としたデータ

【B系列】(【A7】表側).xlsx ビジネス拠点の状況を表側としたデータ

質問間クロス集計データ：

【A6&A7】(【A1】表側).xlsx 年商を軸にA6とA7を集計したデータ

【A6&A7】(【A3】表側).xlsx 従業員数を軸にA6とA7を集計したデータ

【A6&A7】(【A4】表側).xlsx 業種を軸にA6とA7を集計したデータ

【A6&A7】(【A5】表側).xlsx 所在地を軸にA6とA7を集計したデータ

【B系列】(【B1S】表側).xlsx 経常利益の増減を軸にB系列の全設問を集計したデータ

【B系列】(【B2S】表側).xlsx IT支出の増減を軸にB系列の全設問を集計したデータ

・分析サマリ掲載データ   

分析サマリ掲載データ.xlsx

上記のファイルには分析/提言をまとめた「分析サマリ」に掲載されているデータが収録されている。同ファイルに収録

されているデータと具体例のイメージは以下の通り。

・年商別/業種別/地域別に見た中堅・中小企業の企業数分布データ

・IT管理/運用の人員規模やビジネス拠点の状況に関する重要な境界線を年商別、従業員数別、業種別、地域別に

  分析したデータ

・経常利益やIT支出の増減見通しの全体傾向および年商別、業種別、地域別の分析データ

・IT支出増減の背景/要因に関する年商別、業種別、地域別の分析データ



レポート試読版1：「分析サマリ」

本調査レポートの重要ポイントや今後に向けた提言をまとめたものが「分析サマリ」（PDF形式）である。この分析サマリを

通読することで、中堅・中小企業の社数分布、経常利益やIT支出の増減見通し、IT支出増減の背景/要因などの基本構造

を網羅的に理解することができる。（分析サマリの章構成については、本ドキュメントの2ページを参照） 以下の試読版では

分析サマリの「第3章：年商/業種/地域で見た中堅・中小企業の業績とIT支出の状況」の一部を抜粋して掲載している。
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禁転載/禁抜粋：Copyright©2026 by Nork Research Co.,Ltd. All Rights Reserved.

**************以下、省略**************

サンプルのため、ここでは
グラフのサイズを小さくして
掲載している

本章では中堅・中小企業の業績（経常利益）やIT支出の増減見通しについて確認する。

第3章：年商/業種/地域で見た中堅・中小企業の業績とIT支出の状況

以下のグラフは2025年と比べた時の2026年における経常利益の増減見通しを尋ねた結果を
中堅・中小企業全体で集計したものである。（比較対象となる期間は2025年1月～12月と2026

年1月～12月）（集計データ￥分析サマリ掲載データ .xlsx 「B系列全体傾向」シート）

ここでの経常利益とは、年間の売上高から
原価（仕入れ額や原材料費）
販管費/一般管理費（給与、広告宣伝費、運送費、地代/家賃）

を差し引き、さらに以下の損益を加味した金額を指す。
営業外損益（為替や株の売買などによる利益または損失）

減少、ほとんど変化なし、増加がいずれも30%強の値でほぼ均等に分かれている。減少の内訳
を見ると、10%未満の比較的小幅な減少が相対的に多いことがわかる。増加の内訳についても
10%未満の小幅な増加が全体の2/3程度となっている。したがって、中堅・中小企業全体の経常
利益の増減見通しについては多くの企業が±10%未満の増減幅に収まっている状況と言える。

一方で、次頁のグラフは2025年と比較した時の2026年におけるIT支出の増減見通しを尋ねた
結果を中堅・中小企業全体で集計したものだ。（比較対象となる期間は2025年1月～12月と
2026年1月～12月）（集計データ￥分析サマリ掲載データ .xlsx 「B系列全体傾向」シート）

ここでのIT支出とは、業務においてITを活用する際に必要となる以下の製品/サービスに対して
拠出する費用の年間合計額を指す。

ハードウェア：
サーバ、ストレージ、PC、スマートデバイス、ネットワーク

ソフトウェア：
OS、ミドルウェア、業務アプリケーション

サービス：
SaaS/PaaS/IaaS、コンサルティング、アウトソーシング、システム開発/運用



レポート試読版2：「主要分析軸集計データ」

「設問項目」に掲載した設問結果を年商、業種、従業員数、所在地などの基本属性を軸として集計したものが、「主要分析軸

集計データ」であり、Microsoft Excel形式で調査レポート内に同梱されている。以下の試読版に掲載したものは「A6. IT管理/

運用の人員体制」を集計軸として本調査レポートの各設問の結果を集計した結果の一部である。

以下のMicrosoft Excelファイル名は『【B系列】(【A6】表側).xlsx』となっている。【B系列】とは、本調査レポートにおいて、経常

利益やIT支出の増減見通しやIT支出増減の背景/要因を尋ねた設問群を指す。 また、【A6】とは本ドキュメントの1ページに

記載されたIT管理/運用の人員規模を示す企業属性であり、以下のような選択肢から構成されている。

したがって『【B系列】(【A6】表側).xlsx』の結果を見ることで、IT管理/運用を担う人材が1名のみの場合（ひとり情シス）、2～5名、

6～9名、10名以上の場合や専任/兼任の違いによって、企業の経常利益やIT支出の増減見通しやIT支出増減の背景/要因が

どのように異なるか？などを確認できる。

同様に年商別の傾向は『【B系列】(【A1】表側).xlsx』（A1が年商区分を表す）、業種別の傾向は『【B系列】(【A4】表側).xlsx』（A4

が業種区分を表す）といった集計データが用意されている。 このように、ファイル名を見れば「どの設問を対象として、何を軸と

して集計したものか？」が把握できる。

主要分析軸集計データにおける設問数はB1S、B1、B2S、B2、B3の計5設問あり、集計の軸となる企業属性は 「A1.年商」

 「A2.職責」 「A3.従業員数」 「A4.業種」「A5.所在地」 「A6.IT管理/運用の人員規模」 「A7.ビジネス拠点の状況」 の計7項目

であるため、「主要分析軸データ」の集計データ数は5設問×7属性＝35となる。

（ただし「年商20億円以上～50億円未満かつ組立製造業」といったように、2つ以上の属性を掛け合わせたものを軸とした

集計結果については本レポートの標準には含まれない）
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・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が1名いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が2～5名いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が6～9名いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ専任の社員が10名以上いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が1名いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が2～5名いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が6～9名いる

・ITの管理/運用を担当する役割を持つ兼任の社員が10名以上いる

・ITの管理/運用は社内常駐の外部人材に委託している

・ITの管理/運用は非常駐の外部人材に委託している

・ITの管理/運用を担当する社員は特に決まっておらず、ITの管理/運用は全く行っていない

・ITの管理/運用を担当する社員は特に決まっておらず、その都度適切な社員が対応している

個々のシートは左記のようなレイ

アウトになっている。

画面上部：※1

軸を設定していない状態の縦帯

グラフもしくは横帯グラフ

画面中央：※2

年商や業種といった属性軸を

設定して集計した結果の数表

データ

画面下部：※3

画面中央の数表データを横帯

グラフで視覚化したもの

集計データの種類や命名規則

などの詳細は本ドキュメントの

9～11ページを参照

※1

※2

※3



レポート試読版3：「質問間クロス集計データ」

ある設問項目を表頭とし、別の設問項目を表側とすることで、複数の設問同士を掛け合わせた集計を行ったものが「質問間

クロス集計データ」であり、 「主要分析軸集計データ」と同様にMicrosoft Excel形式で同梱されている。

以下の試読版に掲載したものは質問間クロス集計データファイル【B系列】(【B1S】表側).xlsxの「B3」シートである。同ファイル

には設問B1S「経常利益の増減見通し」を表側として、B系列の各設問を集計した結果が収録されている。その中から以下に

例示した「B3」シートには設問B3「IT支出増減の背景/要因となる事柄」を表頭とした集計結果が掲載されている。このシート

を確認することで、経常利益の増減見通しとIT支出増減の背景/要因の間に何らかの関連性はあるのか？などを知ることが

できる。

同ファイルの名称『 【B系列】(【B1S】表側).xlsx 』のうち、【B系列】の部分はB系列の各設問が表頭であることを表している。

また 「【B1S】表側」の部分は設問「B1S」が集計の軸（表側）であることを示している。このようにファイル名を見れば、「どの

設問を軸としてどの設問の結果を集計したものか？」を把握できる。

個々のシートには画面上部に軸を設定しない状態の縦帯グラフもしくは横帯グラフ、画面中央には特定の設問を軸として

設定した集計結果の数表データ、画面下部にはその数表データを横帯グラフで表したものが掲載されるといったレイアウト

（前頁の主要分析軸集計データと同様）となっている。

14

禁転載/禁抜粋：Copyright©2026 by Nork Research Co.,Ltd. All Rights Reserved.



レポート試読版4：公開リリース（サンプル/ダイジェスト）

前頁までに掲載した紹介資料に加えて、ノークリサーチのホームページ上では各種調査レポートのサンプル/ダイジェストを

リリースとして公開している。本調査レポートに関連するリリースは以下の通りである。
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2026年 中堅・中小企業の経常利益およびIT支出の増減とその背景/要因
近日公開

2026年 中堅・中小企業の経常利益およびIT支出の増減とその背景/要因

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年9月14日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880 URL：
www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小企業における経常利益およびIT支出の増減見通し、並びにその背景/要因に関する調査を行い、
その結果を発表した。本リリースは「2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート」のダイジェストおよび
サンプルである。

＜IT支出を増やす要因と減らす要因は何か？を年商や業種の違いも踏まえて理解しておく＞

本リリースの元となる調査レポート「2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート」では有効回答

件数1300社を対象とした最新の調査データによって、IT企業が把握しておくべき中堅・中小向けIT市場の基本事項を解説して

いる。本リリースの姉妹編（※）では調査レポートの中から、IT管理/運用の人員体制などに関する重要な『境界線』や企業数の

推移などを抜粋して紹介した。（※https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rel1.pdf ）本リリースでは同じ調査レポートから

中堅・中小企業の経常利益やIT支出の増減見通し、並びにその背景/要因に関する集計/分析の一部をサンプル/ダイジェストと

して紹介している。以下の2つのグラフは中堅・中小企業全体（年商500億円未満）における経常利益（左側）とIT支出（右側）の

増減見通しを集計したものだ。（比較対象となる期間は2025年1月～12月と2026年1月～12月）

■経常利益の増減見通しは増加/減少/変化なしがほぼ均等、IT支出は増加が減少を上回る

■円安、輸出規制、システム内製、人材不足、法改正など、IT支出の増減要因を幅広く調査

■データ主権やソブリンAIは「ローカルAI」に伴うポジティブなオンプレ回帰でIT支出を増やす

2026年 中堅・中小企業の経常利益およびIT支出の増減とその背景/要因

調査時期： 2026年7月～8月
対象企業： 日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照： https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rep.pdf

経常利益の増減見通しは増加/減少/変化なしがほぼ均等、IT支出は増加が減少を上回る

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

経常利益では「減少」「ほとんど変化なし」「増加」がいずれも30%強の値でほぼ均等に分かれているが、IT支出では「ほとんど

変化なし」が半数弱に達し、「増加」が「減少」を上回っている。調査レポートでは、「経常利益やIT支出の増減幅では5%未満、

5~10%、10～20%、20%以上のどのレンジが多いか？」、「経常利益が減少だが、IT支出は増加というケースはあるか？」など

の詳細を集計/分析している。次頁ではIT支出増減の背景/要因について述べていく。

減少

30.7%

ほとんど変化なし

32.5%

増加

31.8%

判断できない

5.1%

B1S.経常利益の増減見通し

n=1300

出典：2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

減少

17.0%

ほとんど変化なし

46.6%

増加

29.2%

判断できない

7.2%

B2S.IT支出の増減見通し

n=1300

2026年 中堅・中小企業の経常利益およびIT支出の増減とその背景/要因

Nork Research Co.,Ltd3

以下のグラフは前頁に列挙したIT支出増減の背景/要因のうち、 カテゴリ2.自社の経営や方針に関連する項目に属する「非効

率な業務を改善するデジタル化（DX）の推進」（※1）と「データ主権やソブリンAIに沿ったIT活用の考え方」（※2）の回答割合を

IT支出を増やす場合、減らす場合、および全体平均の3つのケースで比較したものだ。

データ主権やソブリンAIは「ローカルAI」に伴うポジティブなオンプレ回帰でIT支出を増やす

※1では増加の割合が3割超に達しており、DXが

引き続きIT支出増加の大きな推進力となっている

状況が確認できる。 だが、業種による傾向差にも

注意する必要がある。右記の数表は※1の結果を

建設業と一般サービス業に細分化したものだ。

建設業では※1をIT支出減少の要因として挙げる

割合がゼロであり、増加要因とする割合は5割弱

に達している。一方、一般サービス業ではIT支出の増加要因として挙げる割合は3割超であるものの、減少要因として挙げる

19.6%

7.1%

7.2%

3.6%

32.4%

12.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35%

非効率な業務を改善するデジタル化（DX）の推進

データ主権やソブリンAIに沿ったIT活用の考え方

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）

<<自社の経営や方針に関連する項目>>

全体（n=1207） 減少(n=221) 増加(n=380)

出典：2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

ここでは一部の項目のみを抜粋しているが、

調査レポートでは5カテゴリ、計23項目に渡る

IT支出増減の背景/要因を分析している。

※1

※2

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）
「IT支出：減少」の場合 非効率な業務

を改善する
デジタル化
(DX)の推進

「IT支出：増加」の場
合

非効率な業務
を改善する
デジタル化
(DX)の推進

全体（n=221） 7.2% 全体（n=380） 32.4%

建設業(n=10) 0.0% 建設業(n=33) 48.5%

一般サービス業(n=42) 19.0% 一般サービス業(n=97) 33.0%

割合は2割弱と全体平均と比べて高い。 そのため、一般サービス業ではITコスト削減もDXの一環と捉えている可能性がある。

一方、 ※2については値そのものはまだ低いものの、

減少と比べて増加が相対的に高くなっている。今後

AI活用が進めば、企業はデータ主権やソブリンAIを

重視するようになる。その結果、オンプレミス環境で

AI基盤を構築するローカルAIも選択肢の1つとなり、

今後のIT支出を増やす要因となる。上記のグラフは

そうした展開を示唆した結果と捉えることができる。

円安に伴って発生したオンプレ回帰はIT支出増を

嫌気したネガティブな動きだったが、ローカルAIに

起因するオンプレ回帰はポジティブな変化と捉えることもできる。※2を年商別に集計した上記の数表（特に右側）が示すように

この動きは年商規模の大きな企業層から始まっていくと予想される。 ここでは集計/分析の一部を抜粋したが、本リリースの元

となる調査レポートでは5カテゴリ、計23項目に渡るIT支出増減の背景/要因について、上記のように年商別や業種別の傾向を

含む詳細な分析を行っている。

次頁では、本リリースの元となる調査レポートの案内を掲載している。

B3.IT支出増減の背景/要因となる事柄（複数回答可）
「IT支出：減少」の場合 データ主権や

ソブリンAIに
沿ったIT活用
の考え方

「IT支出：増加」の場合 データ主権や
ソブリンAIに
沿ったIT活用
の考え方

全体（n=221） 3.6% 全体（n=380） 12.9%

年商5億円未満(n=26) 0.0% 年商5億円未満(n=34) 5.9%

年商5～50億円(n=100) 3.0% 年商5～50億円(n=159) 6.9%

年商50～100億円(n=37) 2.7% 年商50～100億円(n=69) 13.0%

年商100～300億円(n=39) 5.1% 年商100～300億円(n=79) 21.5%

年商300～500億円(n=19) 10.5% 年商300～500億円(n=39) 25.6%
出典：2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

出典：2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

2026年 中堅・中小向けIT市場で理解しておくべき「基本構造」とは何か？
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rel1.pdf

2026年 中堅・中小向けIT市場で理解しておくべき「基本構造」とは何か？

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年9月7日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880 URL：
www.norkresearch.co.jp）はベンダや販社/SIerが中堅・中小企業向けにIT商材/サービスを展開する際に押さえておくべき市場の
基本構造について発表した。本リリースは「2026年版中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート」のサンプル/
ダイジェストである。

＜曖昧なままになりがちな「中堅・中小企業の基本構造」を改めて整理しておくことが大切＞

下図は2026年の最新状況に基づく中堅・中小企業の企業数分布である。中堅・中小企業の定義としては、中小企業基本法に

おける資本金または従業員数に基づくものが一般的だが、ノークリサーチでは最も主要な区分として「年商」を採用している。

年商はIT支出の意向/金額と最も相関が高く、ユーザ企業の『最新の状態』を反映した属性であるからだ。

■中堅・中小企業の定義区分では「最新の状態」を反映し、重要な「境界線」を把握しておく

■IT管理/運用の人員体制で「専任」が約半数に達する境界線は年商100億円と意外に高い

■中堅・中小企業の総数は2025年から32,600社増加し、2026年は1,481,200社に達している

2026年 中堅・中小向けIT市場で理解しておくべき「基本構造」とは何か？

調査時期： 2026年7月～8月
対象企業： 日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照： https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rep.pdf

中堅・中小企業の定義区分では「最新の状態」を反映し、重要な「境界線」を把握しておく

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

上記の区分では中堅・中小企業を小規模企業層、中小企業層、中堅企業層の3つに分類し、中堅企業層はさらに下位、中位、

上位に細分化されている。行政やベンダの定義と比べて詳細な区分定義となっているが、それだけでは十分ではない。例えば、

「年商5億円や年商500億円といった境界線は従業員数では何人に相当するのか？」、「多くのベンダが専任の営業担当を配置

する年商規模は？」、「ひとり情シスが大幅に増える年商の境目は？」、「昨年と比べて企業数が増えた/減った業種/地域は？」

など、他の企業属性も踏まえながらIT活用に関わる傾向が大きく変化する『境界線』を把握しておくことが大切だ。本リリースの

元となる調査レポートでは有効回答件数1300社のユーザ企業を対象とした調査結果を元に『最新動向に基づく重要な境界線』

を網羅的に解説している。次頁では、その一部を調査レポートのサンプル/ダイジェストとして紹介している。

小規模企業層：1,262,400社

中小企業層：190,200社

中堅下位企業層：15,100社

大企業

中堅上位企業層
：2,400社

中堅中位企業層：11,100社

年商
5億円

年商
500億円

年商
300億円

年商
100億円

年商
50億円

帝国データバンク提供データに基づく

オンプレミスの

サーバ導入が

可能な下限は？

年商***億円って、

従業員数では何人

に該当するの？ 多くのベンダが専任

の営業担当を配置

する境界線は？

「ひとり情シス」

はどの年商区分

で多くなる？
年商規模が大きくなれば

ビジネス拠点を統合管理

する割合も高まるの？

企業数が増加 or 減少して

いるのは、どの年商規模、

業種、地域なの？

年商規模別に見た中堅・中小企業の企業数分布

中堅・中小企業

2026年 中堅・中小向けIT市場で理解しておくべき「基本構造」とは何か？

Nork Research Co.,Ltd2

本リリースの元となる調査レポートでは、中堅・中小企業における「IT管理/運用の人員規模」や「ビジネス拠点（オフィス/営業所/

工場など）の状況」を年商、従業員数、業種、地域などの様々な観点から集計/分析し、IT企業が把握しておくべき『境界線』とは

何か？を解説している。例えば、以下のグラフは「IT管理/運用の人員規模」を年商規模別に集計した結果である。

IT管理/運用の人員体制で「専任」が約半数に達する境界線は年商100億円と意外に高い

次頁では2025年から2026年にかけての中堅・中小企業

の企業数の変化および調査レポートにおける業種/地域

の区分定義などを記載している。

例えば 「IT管理/運用は全く行っていない」（※1）は小規模企業層で13.5%存在しており、 「その都度適切な社員が対応」（※2）

も小規模企業層で15.5%、中小企業層で12.7%となっている。割合自体は高くないが、これら2つの企業層は企業数も多いため

無視できない値といえる。調査レポートでは※1と※2の違いや、どちらを優先すべきか？などについて解説している。

また兼任/専任の違いに着目すると、中堅下位企業層までは「兼任」が「専任」を大きく上回っており、中堅中位企業層になって

ようやく「専任」の割合が約半数に達する。つまり、「専任によるIT管理/運用の人員体制が約半数に達するのは年商100億円」
と意外に高い値となる。この年商100億円という数字はユーザ企業側の実態だけでなく、IT企業側の営業体制においても重要
な意味合いを持つことが多い。 また、中堅上位企業層になると「兼任」の割合が中堅中位企業層と比べて若干高くなる点にも
注意が必要だ。調査レポートでは上記に述べた諸点についても詳しい解説を述べている。

さらに調査レポートには「IT管理/運用の人員規模」や「ビジネス拠点の状況」を年商別だけでなく、業種別や地域別に集計した
データも収録されている。以下は業種別の集計データの書式を例示したものだ。情シス担当/部門は人数だけでなく、兼任/専任
の違いも含めて集計されている。ビジネス拠点についても、拠点数だけでなく統合管理/個別管理の違いに着目している。

51.5%

60.7%

61.0%

44.0%

49.0%

11.0%

16.7%

29.0%

47.5%

44.0%

1.5%

2.8%

2.0%

2.5%

3.0%

5.0%

3.7%

2.0%

2.0%
1.0%

13.5%

3.3%

1.5%

1.5%

15.5%

12.7%

3.5%

2.5%

3.0%

2.0%

0.2%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小規模企業層（年商5億円未満）(n=200)

中小企業層（年商5～50億円）(n=600)

中堅下位企業層（年商50～100億円）(n=200)

中堅中位企業層（年商100～300億円）(n=200)

中堅上位企業層（年商300～500億円）(n=100)

A6.IT管理/運用の人員規模

兼任 専任 常駐の外部人材に委託

非常駐の外部人材に委託 IT管理/運用は全く行っていない その都度適切な社員が対応

その他：

専任によるIT管理/運用の体制が概ね半数程度に達する境界は年商100億円

出典：2026年版 中堅・中小企業の業績およびIT支出に関する基本構造レポート（ノークリサーチ）

A6.IT管理/運用の人員規模
兼任1名 兼任2～5

名
兼任6～9
名

兼任10名
以上

専任1名 専任2～5
名

専任6～9
名

専任10名
以上

常駐の外
部人材に
委託

非常駐の
外部人材
に委託

IT管理/運
用は全く
行ってい
ない

その都度
適切な社
員が対応

その他：

全体（n=1300） ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
組立製造業(n=243) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
加工製造業(n=213) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
建設業(n=118) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
卸売業(n=104) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
小売業(n=50) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
流通業(運輸業)(n=52) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
IT関連サービス業(n=115) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
一般サービス業(n=355) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%
その他：(n=50) ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***% ***%

A7.ビジネス拠点の状況
1ケ所のみ 2～5ヶ所

（ITインフ
ラは統一
管理）

2～5ヶ所
（ITインフ
ラは個別
管理）

6ヶ所以上
（ITインフ
ラは統一
管理）

6ヶ所以上
（ITインフ
ラは個別
管理）

その他：

全体（n=1300） ***% ***% ***% ***% ***% ***%
組立製造業(n=243) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
加工製造業(n=213) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
建設業(n=118) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
卸売業(n=104) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
小売業(n=50) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
流通業(運輸業)(n=52) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
IT関連サービス業(n=115) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
一般サービス業(n=355) ***% ***% ***% ***% ***% ***%
その他：(n=50) ***% ***% ***% ***% ***% ***%

次頁以降ではご好評いただいている既刊の調査レポートや関連サービスをご案内しています。

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026SMB_rel1.pdf


『AI×市場データ：プレゼン資料生成サービス』
製品/サービスの企画案や販促アピールを入力すると、関連する市場調査データを挿入したプレゼン

（PDF/PPTX）を自動生成、信頼できる市場調査データのみを用いた客観的/中立的な資料を素早く

作ることができる。

各種の関連サービス
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『ABL2.0（Analysis Based Listing 2.0）』

市場調査データを元にターゲット選定、提案トーク作成、顧客候補リストを提示

『中堅・中小向けIT市場分析サブスク』
ノークリサーチの様々な分析＆コンサルティングを月額契約のサブスクとして利用可能、臨機応援に

利用するサービスを変更できるので、「走りながら考える」のスタイルで施策を進めていくことが可能。

サービスの詳細については右記をご参照ください https://www.norkresearch.co.jp/pdf/pmc_service.pdf

企業リストを購入して営業したが

そもそも年商や業種がミスマッチ

だった

訴求したい製品/サービス内容と

ユーザ企業側の課題/ニーズが

合致していなかった

会社名と連絡先だけのリストを

渡されても、何をすれば良いか

分からない

ノークリサーチの
市場調査データ

拡販したい製品/サービス/ソリューションの

導入が確実に見込める年商、業種、地域

を市場調査データに基づいて選定

ステップ1：ターゲット選定

どんな課題&ニーズを営業時のアピールに

盛り込めば効果的か？を市場調査データを

元に分析し、提案トークとしてまとめる

ステップ2：提案トーク作成

基本情報だけでなく、個別の提案ポイントを

解説したリストを作成 （除外希望企業名を

指定することで、既存リストとの重複を排除）

ステップ3：企業リスト提示

出典：ノークリサーチ（2025年）

ABL2.0とは何か？
企業名 株式会社DEスタイル

設立年 1964年
資本金 5億円
売上高 45億円（2025年1月期）
決算月 1月
従業員数 436名（2025年2月現在）
上場有無 未上場

所在地 大阪府大阪市**区**町 1-1-1
ホームページ https://www.destyle.**.**
メールアドレス info@destyle.**.**
Webフォーム https://www.destyle.**.**/contact.html
電話番号 06-****-****

業態と特徴

衣料素材の卸問屋として創業し、近年ではアパレルの企画/
開発/生産/販売を一気通貫で担うビジネスを展開。
試作品段階では3Dモデリングを積極的に活用するなど、DX
やSDGsに対する意識が高い。
参照ページ：https://www.destyle.**.**/profile.html

提案時のポイント

「AI需要予測を用いた在庫管理ソリューション」の提案トーク
　解決が有効な課題：
　　C_1：仕入先の倒産リスク
　　C_2：勘や経験による管理
　関連性の高いニーズ：
　　D_3：センサによる入出庫記録

DXへの取り組みが進んでいるため、C_2の課題は既にクリア
されており、D_3についても既に着手済みの可能性が高い。
素材の調達先には海外企業も多いため、地政学的な情報も
含めてC_1を分析できるソリューションを提示することが有効。

ターゲットに沿った提案トークを含む企業リストの具体例

サービス案内と実施の具体例を以下でご覧いただけます。

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025ABL20_rel.pdf

契約期間中に様々な分析/コンサルティングのサービスを自由に組み合わせて利用可能

詳細については右記をご参照ください https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026subscription_rel.pdf

製品/サービスの企画案や

アピールをブラウザで入力

生成AI

Web上の一般情報

×

入力に応じて最適なデータと知見を選択

市場調査のデータや知見を元に
製品/サービスが注力すべき点や
効果的なアピールをPPTX / PDF

形式のプレゼン資料として提示

ノークリサーチが持つ第三者調査機関
としての中立的＆客観点な市場データ

参照しない
（背景が十分に把握できないデータの混入を防止）

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/pmc_service.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025ABL20_rel.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026subscription_rel.pdf


ご好評いただいている既刊の調査レポート（1/2）：
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2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート

増補版

2026年度末にはSCS評価制度の開始が予定されており、IT企業に

とっては、同制度を契機としたセキュリティ製品/サービスの拡販が

焦点となる。本調査レポートでは3つ星26項目、4つ星43項目に及ぶ

SCS評価制度の要求事項とユーザ企業1300社が抱えるセキュリティ

の課題/ニーズを照合することで、「貴社が抱える***といった課題は

SCS評価制度の***といった要求事項と一致しているので、優先度を

上げて対策しましょう」といった提案が可能となる。

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025Sec_user_relex2.pdf

SCS評価制度(サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策)を見据えてIT企業が準備すべきこと

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年7月21日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は経産省/IPAが主導するSCS評価制度（サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度)
を見据えて、中堅・中小企業を顧客とするIT企業が準備すべきことは何か？を分析し、その結果を発表した。本リリースは「2025年版
中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版」のサンプル/ダイジェストである。

＜中堅・中小企業におけるセキュリティ対策意識の高まりを的確に捉えることが重要＞

近年、日本国内の有名企業を標的としたランサムウェア攻撃が大きく報道されるようになってきた。その中には取引先である

中堅・中小企業が攻撃の入り口/踏み台となったケースも少なくない。その結果、中堅・中小企業においても「自社だけでなく、

取引先への影響も踏まえたセキュリティ対策」への意識が高まってきている。 さらに、2026年度末（2027年1～3月頃）からは

経産省やとIPAが主導する 『サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度（SCS評価制度）』 の申請受付開始も

予定されている。こうした背景を受けて、ノークリサーチでは「2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ

利用実態と展望レポート」にSCS評価制度に関連する集計/分析を追加した増補版を発刊することとなった。本リリースはその

サンプル/ダイジェストを紹介したものである。

以下のグラフは中堅・中小企業に対して、セキュリティ/運用管理/バックアップ対策のニーズを尋ねた結果の中から、「取引先

への影響も含めた対策の重要性を啓蒙してくれる」（※1） および 「セキュリティ対策を担う人材を育成できるサービスがある」

（※2）の回答割合を年商別に集計したものだ。

■セキュリティ対策の重視事項では全ての年商区分で ”取引先への影響” ≧ “人材育成”
■中堅・中小企業から見た「SECURITY ACTION」と「SCS評価制度」の違いを理解しておく
■製造業・建設業では従業員の啓蒙/訓練や運用管理/資産管理も含めた広い視点が必要
■今後は中小企業層でもマルウェア侵入後の対策（権限の制限/分割など）の重要性が増す

SCS評価制度(サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策)を見据えてIT企業が準備すべきこと

セキュリティ対策の重視事項では全ての年商区分で ”取引先への影響” ≧ “人材育成”

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

セキュリティ対策を担う人材の育成は中堅・中小企業にとって喫緊の経営課題の1つだ。だが、それと同等もしくは上回る形で

サプライチェーンを意識したセキュリティ対策の啓蒙が求められていることがわかる。 IT企業にとっては、SCS評価制度に伴う

ユーザ企業の意識の高まりを実際の製品/サービス導入に結びつけられるか？が重要となってくる。次頁以降では、増補版の

調査レポートの中から、上記に述べた観点での分析/提言の一部をサンプル/ダイジェストとして紹介している。

12.4%

8.0%

10.7%

16.2%

9.5%

6.0%

10.0%

10.2%

0% 5% 10% 15% 20%

2025年：全体平均(n=1300)

2025年：小規模企業層(n=200)

2025年：中小企業層(n=600)

2025年：中堅企業層(n=500)

R5.守りのIT対策の製品/サービスが今後持つべきと考える機能や特徴（複数回答可）

取引先への影響も含めた対策の重要性を啓蒙してくれる セキュリティ対策を担う人材を育成できるサービスがある

出典：2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版（ノークリサーチ）

※1 ※2

SCS評価制度(サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策)を見据えてIT企業が準備すべきこと

Nork Research Co.,Ltd2

企業間のサプライチェーンを狙ったランサムウェア攻撃が増加する中、発注側と受注側は互いのセキュリティ対策状況を適切

に把握しておく必要がある。だが、そのための判断基準を個々の企業が策定することは難しい。そこで、経産省とIPAが策定を

進めているのが「サプライチェーン強化に向けたセキュリティ対策評価制度（SCS評価制度）」（※）である。

※ https://www.ipa.go.jp/security/scs/index.html

SCS評価制度はサプライチェーンを構成する企業が実施すべきセキュリティ対策を3つのレベルに体系化し、第三者による評価

を通じて、取引先が安心して受発注を行える環境整備を推進する取り組みだ。受注側は自社の対策レベルを客観的に示すこと

で安全/信頼をアピールすることができる。また、発注側は取引先選定やリスク管理の判断材料として同制度を活用できる。

一方、IPAが従来から推進している「SECURITY ACTION」は主に中小企業がセキュリティ対策に自主的に取り組むことを宣言

する制度であり、「1つ星」と「2つ星」の2段階で取り組み状況を示す仕組みとなっている。「SECURITY ACTION」は自己宣言に

よるものなので、サプライチェーンにおいて取引先がセキュリティ対策状況を客観的に確認する手段としては必ずしも十分とは

言えなかった。

これに対して、SCS評価制度は定められた基準を満たしていることを第三者が評価する形式となっており、対応レベルによって

「3つ星」「4つ星」「5つ星」の3段階が設けられている。つまり、SECURITY ACTIONが「セキュリティ対策の第一歩」を啓蒙する

制度であるのに対して、SCS評価制度は「取引先から信頼されるセキュリティ水準を証明する制度」と位置付けることができる。

SCS評価制度は2027年3月末までに「3つ星」と「4つ星」の申請開始が予定されており、「5つ星」については実施内容の検討が

進んでいる。（2026年7月現在） SECURITY ACTIONおよびSCS評価制度をレベルに沿って整理すると以下のようになる。

中堅・中小企業から見た「SECURITY ACTION」と「SCS評価制度」の違いを理解しておく

制度の開始前ということもあり、現段階ではSCS評価制度が中堅・中小企業に広く認知されている状況には至っていない。だが、

中堅・中小企業にとって、自社のセキュリティ対策状況を客観的に示す取り組みは今後更に重要になっていく。 IT企業としては

ユーザ企業におけるSCS制度の星取得を支援するだけでなく、取引先への影響を考慮したセキュリティ対策に直結する製品/

サービスを的確に提案する役割が求められてくる。

そこで本リリースの元となる「2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版」

では、セキュリティ/運用管理/バックアップ対策のニーズを尋ねた設問の中で「取引先への影響も含めた対策の重要性を啓蒙

してくれる」という選択肢を選んだユーザ企業（=取引先への影響を考慮したセキュリティ対策への意識が高いユーザ企業）が

どのような課題やニーズを抱えているのか？を分析し、SCS評価制度に伴う製品/サービス提案を「点」から「面」に広げていく

ために何をすべきか？を提言している。次頁以降では、そうした分析/提言の一部を紹介している。

「SECURITY ACTION」（※1）および「SCS評価制度」（※2）の概要

出典：2025年版 中堅・中小企業のセキュリティ/運用管理/バックアップ利用実態と展望レポート増補版（ノークリサーチ）

レベル 内容 実施方法 制度の実施状況

1つ星 セキュリティ対策の取り組み意思を宣言する 第三者評価は不要（宣言のみ） 既に実施中

2つ星 自己診断を行い、対策方針を宣言/公開する 第三者評価は不要（宣言のみ） 既に実施中

3つ星
サプライチェーンに含まれる企業が実施すべき
最低限のセキュリティ対策

専門家の確認を伴う自己評価
2027年3月末までに
開始予定

4つ星
サプライチェーンに含まれる企業が実施すべき
標準的なセキュリティ対策

第三者機関による評価
2027年3月末までに
開始予定

5つ星
サプライチェーンに含まれる企業が目指すべき
高度なセキュリティ対策

第三者機関による評価 内容を現在検討中

※1

※2

2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート

中堅・中小市場で注目すべき販社/SIerの導入社数シェア(年商別/業種別/地域別)、商材ポートフォリオ、

顧客企業が得た成功体験、顧客企業から見たプラス/マイナス評価を集計/分析、さらにAI活用、ユーザ

内製、伴走型SI/共創型SIへのシフトなどに関するIT企業側の実態と考え方も網羅。

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025SIer_user_rep.pdf

中堅・中小市場における販社/SIerのプライム社数シェアと商材ポートフォリオ

Nork Research Co.、Ltd3

本リリース冒頭のグラフが示すように、いずれの年商帯でもプライム社数シェアは「独立系」の比率が最も高い。つまり、全体的

な傾向として「独立系」が多くを占めていることになる。その点を踏まえて前頁下段の地域別のプライム社数シェアを確認すると

「近畿地方」のような大都市圏は全体傾向と同様に「独立系」が高い比率を締めていることが確認できる。一方、「北海道地方」

では「NEC系」の比率が高く、「北陸地方」では「電力会社系」の値が相対的に高いなど、地域による傾向差も確認できる。

中堅・中小向けIT市場ではオンサイトの支援が必要となる場面も依然として存在するため、地域別の動向を確認しておくことで

施策の有効性も増してくる。ここでは8つのカテゴリ別に集計した結果のみを抜粋したが、調査レポートでは地域別に見た場合

に計88社の販社/SIerの中で上位に位置するものがどれか？を集計/分析している。

卸売業と小売業の双方で大塚商会が首位、オービックが2位だが、3位以降は僅差で混戦

「卸売業」と「小売業」のいずれにおいても、プライム社数シェアは大塚商会が首位、オービックが2位となっているが、3位以降

は異なる販社/SIerが僅差で並んでいる。また、卸売業と比べると小売業では大塚商会とオービックの差が大きくなっている。

業種に特化した業務アプリケーションの拡販においては、こうした業種別に見た販社/SIerのプライム社数シェアが特に重要と

なってくる。 ここでは2つの業種のみを抜粋したが、調査レポートでは前頁に記載した全ての業種区分について同様の集計/

分析を行っている。次頁では販社/SIerの商材ポートフォリオに関する集計/分析の具体例を紹介していく。

さらに、以下の2つのグラフは業種別のプライム社数シェア上位に位置する販社/SIerを集計した結果の一部を抜粋したものだ。

上段は「卸売業」における「独立系」のカテゴリに属する販社/SIerの上位5社、下段は「小売業」における「独立系」のカテゴリに

属する販社/SIerの上位5社である。
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S2.最も主要なIT商材やソリューションの委託先/購入先

独立系：卸売業(n=92)：上位5社

卸売業(n=92)

出典： 2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート（ノークリサーチ）
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S2.最も主要なIT商材やソリューションの委託先/購入先

独立系：小売業(n=62)：上位5社

小売業(n=62)

出典： 2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート（ノークリサーチ）

ここでは卸売業における独立系
の販社/SIer上位5社を掲載して
いるが、調査レポートでは年商、
業種、地域の様々な観点からの
プライム社数シェアを集計/分析
している

ここでは小売業における独立系
の販社/SIer上位5社を掲載して
いるが、調査レポートでは年商、
業種、地域の様々な観点からの
プライム社数シェアを集計/分析
している

中堅・中小市場を代表する販社/SIer計21社の成功体験スコアと評価スコア

Nork Research Co.、Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年1月26日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は有効回答件数1300社のユーザ企業を対象とした調査を実施し、中堅・中小市場を代表する販社/
SIer計21社の成功体験スコアと評価スコア調査を算出した。本リリースは「2025年版中堅・中小市場における販社/SIerのシェアと
ユーザ評価レポート」のサンプル/ダイジェストである。

＜販社/SIerの支援によってユーザ企業はどのような成果を得て、どのような評価を下したか？＞

「中堅・中小企業から高い信頼を得ている販社/SIerはどこか？」を見極めるためには社数シェアだけでなく、顧客企業が各々

の販社/SIerからの支援によってどのような成果を得ており、どのような評価を下しているか？を把握することが大切だ。

そこで、本リリースの元となる調査レポート「2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート」では

中堅・中小企業における代表的な販社/SIer計21社（一覧については4ページを参照）の顧客企業に対して、

・3カテゴリ、計17項目に渡る成功体験

販社/SIerの支援によって、売上の増加、従業員の生産性向上、商圏拡大などの成果（成功体験）がどの程度得られたか？

・プラス面/マイナス面それそれに関する8カテゴリ、計24項目（「その他」を除く）の評価

「ヒトが担う業務と両立したシステム化提案を行ってくれる」（プラス面の評価）、「業務内容を理解せずに全てをシステム化

しようとする」（マイナス面）といったように、プラス面とマイナス面が対になった販社/SIerに対するユーザ評価

に関する分析を行い、販社/SIer毎の「成功体験スコア」と「評価スコア」を算出している。以下のグラフは大塚商会の成功体験

スコア（左側）と評価スコア（右側）を全体平均と比較した結果を調査レポートから抜粋したものだ。大塚商会は中堅・中小企業

全体のプライム社数シェアで首位を堅持しているが、当然ながら全体平均と比べてスコアの高いカテゴリもあれば低いカテゴリ

もある。こうした販社/SIer毎の得手・不得手を把握しておくことも、中堅・中小向けIT市場を理解する上では非常に大切だ。

■シェア首位を堅持する大塚商会でも成功体験スコアや評価スコアでは得手・不得手がある
■NTTドコモビジネスでは「従業員や職場に関わる項目」の成功体験スコアが相対的に高い
■富士通Japanは「自社製の製品/サービスを活かした個別要件への対応力」で高い評価

中堅・中小市場を代表する販社/SIer計21社の成功体験スコアと評価スコア

調査時期： 2025年7月～8月
対象企業： 日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については本リリースの7ページを参照

シェア首位を堅持する大塚商会でも成功体験スコアや評価スコアでは得手・不得手がある

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

次頁以降では、販社/SIerの「成功体験スコア」と「評価スコア」に関する分析例を調査レポートから抜粋して紹介していく。
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S5. 最も主要な委託先/購入先を通じて得られた成功体験スコア
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出典：2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート（ノークリサーチ）
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IT企業は今後のビジネスをどう考えているか？（人月ベースからの脱却/進化など）

Nork Research Co.,Ltd3

以下のグラフは前頁に列挙された25項目の中から、「システム開発の提案やスタイルに関する項目」（前頁の※1～※4）の

回答割合を年商規模別に集計したものだ。

伴走型/共創型へのシフトが進み、前者より後者が優勢、オファリングサービスは定着せず

冒頭で述べたように、年商規模が大きくなるにつれて「人月ベース開発が今後も主流になる」（※1）の値は下がる一方、「伴走

型SIが求められてくる」（※2）の値が高くなっている。さらに「伴走型SI」（※2）と「共創型SI」（※3）を比較すると、いずれの年商

規模においても後者が前者を上回っている。したがって、人月ベースビジネスからの脱却/進化は比較的規模の大きなIT企業

から進んでいき、その際は「伴走型SI」よりも「共創型SI」を目指す取り組みが相対的に高くなると予想される。

小規模企業層および中小企業層に位置するIT企業では「人月ベース開発が今後も主流になる」の値が2割超に達するため、

中堅企業層で進むと予想される人月ベースから伴走型/共創型へのシフトに追随していくための取り組みが重要となってくる。

また、「伴走型SI」と「共創型SI」はどちらか一方が常に優れているわけではなく、ユーザ企業とIT企業の関係性を踏まえて、

柔軟に使い分けることが大切だ。例えば、同一のIT企業が長年に渡って開発/運用に携わっている業務システムに関しては

期限を区切らずに互いの理解を深めることを重視した伴走型が適している。一方、短期で新規ビジネスに関わるシステムを

構築したい場合には目標を明確に定めた共創型の方が機能しやすい。「伴走型」は納期や期限が曖昧になることで、IT企業

が案件毎の必要リソースを見極めづらい点がある。こうした背景もあり、全体としては「共創型」の値が「伴走型」よりも相対的

に高くなっていると考えられる。

「オファリングサービス」（※4）については、いずれの年商規模においても2割未満の値に留まっている。この用語は2024年頃

から大手ベンダを中心に用いられるようになったが、従来の業務システム提案と何が違うのか？が端的には分かりづらい面

もあり、IT企業側においても定着していない状況が確認できる。上記の結果を踏まえると、今後は回答割合が相対的に高い

中小企業層を中心として、単なる「御用聞き」との差別化をアピールするためのキーワードとして用いられていくと予想される。

次頁では「システム開発に用いるツールや基盤に関する項目」を地域別に集計した結果を確認していく。

26.3%

21.0%

15.5%

5.3%

19.4%

31.0%

15.8%

25.8%

39.4%

0.0%

17.7%

12.7%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

小規模企業層（年商5億円未満）(n=19)

中小企業層（年商5～50億円）(n=62)

中堅企業層（年商50～500億円）(n=71)

S9.今後求められると考えるIT企業の役割や取り組み

<<システム開発の提案やスタイルに関する項目>>

人月ベースの費用算出でシステムを構築/運用する形態が今後も主流となる

納期や期限で区切らずに中長期的に支援を行う「伴走型SI」が求められてくる

ユーザ企業と協議した共通目標の達成を目指す「共創型SI」が求められてくる

IT企業側が積極的に提案を進める「オファリングサービス」が求められてくる

出典： 2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート（ノークリサーチ）
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中堅・中小市場を代表する販社/SIer計21社の成功体験スコアと評価スコア

Nork Research Co.、Ltd2

本リリースの元となる調査レポートでは以下に列挙した3カテゴリ/計17項目を列挙して、販社/SIerの顧客企業がどのような成果

（成功体験）を得られたか？を尋ねている。

NTTドコモビジネスでは「従業員や職場に関わる項目」の成功体験スコアが相対的に高い

例えば、以下のグラフ（左側）はNTTドコモビジネスにおける成功体験スコアを全体平均と比較したものだ。3つのカテゴリのうち、

「従業員や職番に関わる項目」は全体平均と比べて相対的に高い値を示していることがわかる。そこで、同カテゴリの詳細項目

（S5-7～S5-13）に細分化した成功体験スコアを算出した結果が右側の数表である。 数表内の赤字は全体平均との差の絶対値

<<現在の業績に関わる項目>>

S5-1.本業に関わる売上の増加 例） 需要予測に沿って生産量を調整し、販売機会を増やした

S5-2.本業に関わる経費の削減 例） 企業間取引サイトを活用し、原材料を安価に調達できた

S5-3.本業以外の経費の削減 例） 給与明細を電子化して、印刷費用を大幅に削減できた

S5-4. IT関連支出の削減 例） 業務システムをSaaSに移行して保守費用を削減できた

S5-5.顧客単価の上昇 例） 購買動向を分析して、クロスセル/アップセルを実現した

S5-6.顧客数の増加 例） Web会議を商談に用いて、遠隔地の新規顧客を獲得できた

<<従業員や職場に関わる項目>>

S5-7.勤務時間の短縮/柔軟化 例） シフト単位を細分化して、パート勤務の自由度を高めた

S5-8.場所に依存しない働き方 例） 業務システムをSaaS化して、自宅での勤務を可能にした

S5-9.従業員の生産性向上 例） 営業社員が外出先からも見積書を発行できるようにした

S5-10.従業員のスキル向上 例） マニュアルを電子化して、スマホでも見られるようにした

S5-11.従業員のスキル継承 例） 現場作業で若手と熟練者が画面を共有できるようにした

S5-12.従業員の士気向上 例） 上司に加えて、部下や同僚の意見も人事評価に含めた

S5-13.人材の採用・育成 例） 就職希望者が業務を仮想体験できるWebサイトを作った

<<今後の発展に関わる項目>>

S5-14.新たなビジネスの創出 例） 生産ラインを効率化する仕組みをシステム化して外販した

S5-15.他社協業の拡大 例） 決済を電子化し、顧客に付与するポイントを他社と共有した

S5-16.商圏の拡大 例） 商品を卸すだけでなく、消費者にレンタルする事業を始めた

S5-17.商材の拡大 例） 社内SNSでの意見交換を通じて、新商品の企画が生まれた

期待なし＆成果なし： 最初から期待しておらず、実際に成果もなかった -5

期待なし＆成果あり： 期待していなかったが、意外にも成果が得られた +10

期待を超える成果： 元々期待しており、それを超える成果が得られた +15

期待通りの成果 ： 元々期待しており、その通りの成果が得られた +5

期待未満の成果： 元々期待していたが、それを下回る成果だった -10

判断できない： いずれにも当てはまらず、判断できない 0
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<<現在の業績に関わる項目>>

<<従業員や職場に関わる項目>><<今後の発展に関わる項目>>

S5. 最も主要な委託先/購入先を通じて得られた成功体験スコア

全体平均（n=1300） NTTドコモビジネス（系列企業を含む）(n=19)

出典：2025年版 中堅・中小市場における販社/SIerのシェアとユーザ評価レポート（ノークリサーチ）
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小計

全体平均（n=1300） 313.5 311.0 347.5 251.0 282.0 267.0 256.0 2028

NTTドコモビジネス
（系列企業を含む）(n=19)

394.5 290.0 527.0 473.0 579.5 421.0 78.5 2764

81.0 -21.0 179.5 222.0 297.5 154.0 -177.5 735.5

S5-1～S5-17の各項目について、以下

の選択肢を列挙して、得られた成果の

有無や度合いを尋ねている。

その結果に赤字で示した重みを乗算し、

3つのカテゴリ毎に合算した結果を全体

平均と比較したものが前頁左側に掲載

した「成功体験スコア」のグラフだ。

が100ポイント超となっている項目だ。こうした結果を確認することで

さらに伸ばすべき強みや改善すべき弱みは何か？などを知ることが

できる。

カテゴリ毎の詳細

次頁では、プラス面/マイナス面それそれに関する8カテゴリ、計24項目の「評価スコア」について述べていく。

2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート

中堅・中小企業は「どんなIT商材/ソリューションをどのIT企業から導入するのか？」「それで得られた成功  

体験（売上増、従業員の生産性向上など）は何か？」「委託先/購入先のIT企業に関する満足点や不満点

は何か？」を集計/分析し、今後有望なIT商材/ソリューションやユーザ企業セグメント（年商や業種）を提言

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025SP_user_rep.pdf

中堅・中小向けIT市場：どの商材をどのユーザに提案するのが最善か？

Nork Research Co.,Ltd3

以下のグラフは調査レポートの中から、中堅企業層（年商50～500億円）におけるIT商材/ソリューションの導入割合をカテゴリ

単位で集計した結果を2024年と2025年で比較したものである。同年商帯では<<業務アプリケーション>>の導入割合が2024年

～2025年にかけて増加していることがわかる。

さらに、本リリースの元となる調査レポートでは以下の項目を列挙して、ユーザ企業がどのようなIT商材/ソリューションを導入

しているか？の実態についても詳細な集計/分析を行っている。選択肢は5カテゴリ、計28項目に及ぶ。

2024年～2025年には中堅企業層（年商50～500億円）で基幹系システム導入割合が増加

<<DX関連ソリューション>>

・自動化/システム連携/開発ツール

・コミュニケーション改善/データ共有

・ペーパレス化

・販売/マーケティングの改善や刷新

・ジェネレーティブAI（生成AI）

・センサ＋AIによるデータ分析

・クラウド活用/レガシー移行

・既存の業務システムにおけるDX

・ドローンの活用

・VR/AR/デジタルサイネージ

・3Dプリンタの活用

・ロボットの活用

<<業務アプリケーション

（パッケージ/クラウドの双方を含む）>>

・基幹系システム

・情報系システム

・顧客管理系システム

・分析/出力系システム

・運用管理系システム

<<ハードウェア>>

・サーバ/ストレージ機器

・PC/スマートフォン/タブレット

・ネットワーク機器

・複合機

<<クラウドサービス>>

・IaaS/ホスティング

・PaaS

・SaaS

<<その他のサービス>>

・データセンタサービス

・IT関連アウトソ ーシング

・業務アウトソ ーシング

・その他
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78.6%

55.8%

38.6%

25.0%

10.4%
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<<DX関連ソリューション>>

<<業務アプリケーション（パッケージ/クラウド

の双方を含む）>>

<<ハードウェア>>

<<クラウドサービス>>

<<その他のサービス>>

S3S.最も主要な委託先/購入先から導入したIT商材やソリューション（複数回答可）

2024年：中堅企業層（年商50～500億円）(n=500) 2025年：中堅企業層（年商50～500億円）(n=500)

出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）

そこで、さらに中堅企業層における

<<業務アプリケーション>>カテゴリ

の内訳について2024年～2025年の

経年変化を集計した結果が左記の

グラフである。

同年商帯では「基幹系システム」の

導入割合が高まったことがわかる。

このようにIT商材/ソリューションの

導入割合を年商別の経年変化で

捉えることでIT企業が主な顧客と

する企業層の動向を把握すること

ができる。
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S3.最も主要な委託先/購入先から導入したIT商材やソリューション（複数回答可）

2024年：中堅企業層（年商50～500億円）(n=500) 2025年：中堅企業層（年商50～500億円）(n=500)

出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）

調査レポートには5カテゴリ、計28項目の全ての

IT商材/ソリューションの導入割合に関する経年

変化（2024～2025年）を年商（大分類）別に集計

したデータが収録されている

中堅企業層における

<<業務アプリケーション>>

の詳細な内訳を確認

次頁ではIT商材/ソリューション導入に関する今後の見通しについて述べていく。

中堅・中小企業がIT導入で期待する成果（成功体験）の変化

Nork Research Co.,Ltd3

前頁に記載した定義式に沿って中堅企業層における「S5-7.勤務時間の短縮/柔軟化」（※1）、「S5-8.場所に依存しない働き方」

（※2）、「S5-9.従業員の生産性向上」（※3）の3つの成功体験スコアの経年変化を算出した結果が本リリース冒頭のグラフだ。

同グラフを見ると、2024年から2025年にかけては※3について成果を得た中堅企業が増えたことがわかる。一方、※1や※2は

従業員の生産性を向上させる手段として捉えることもできる。 2024年～2025年の成功体験スコアの変化を見ると、※2は概ね

横ばいだが、※1は増加幅が大きい。そこで、中堅企業層における※1の回答結果を示したものが以下のグラフである。

中小企業向けには「本業以外の経費の削減」によって、期待を上回るIT活用提案を進める

だが、2024年から2025年にかけてスコアが下がっている成功体験スコアも存在する。以下の上段グラフは中小企業層における

2024年から2025年にかけては

「期待なし＆成果なし」と「期待

なし＆成果あり」の合計割合が

15.0%⇒14.2%と下がる一方で

「期待を超える成果」「期待通り

の成果」「期待未満の成果」の

の合計割合は68.4% ⇒73.4%

と上昇している。

したがって、中堅企業では勤務

時間の短縮/柔軟化を実現する

IT活用提案に対する期待度が

高く、導入成果も得やすいこと

がわかる。

5.0%
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10.0%
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36.6%

40.0%

14.6%

13.4%

16.6%

12.4%
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2024年：中堅企業層

（年商50～500億円）(n=500)

2025年：中堅企業層

（年商50～500億円）(n=500)

S5-7.勤務時間の短縮/柔軟化

期待なし＆成果なし 期待なし＆成果あり 期待を超える成果

期待通りの成果 期待未満の成果 判断できない

出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）
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S5. 最も主要な委託先/購入先を通じて得られた成功体験

<<現在の業績に関わる項目>> (一部の項目を抜粋)

2024年：中小企業層（年商5～50億円）(n=600) 2025年：中小企業層（年商5～50億円）(n=600)

出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）
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S5-3.本業以外の経費の削減

期待なし＆成果なし 期待なし＆成果あり 期待を超える成果

期待通りの成果 期待未満の成果 判断できない

出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）

ここではダイジェストとして一部を抜粋したが、調査レポートでは計17項目を網羅した年商規模別の分析/提言を述べている。

次頁以降では、本リリースの元となる調査レポートや関連する他の調査レポートおよび各種サービスの案内を掲載している。

「現在の業績に関わる成功体験スコア」の一部

を抜粋したものだ。

「S5-1.本業に関わる売上の増加」

「S5-2.本業に関わる経費の削減」

「S5-3.本業以外の経費の削減」

のいずれも、2024年から2025年にかけて成果を

得られた中小企業が減っていることがわかる。

上記3つの中で成功体験スコアの減少幅が最も

大きいのは「S5-3.本業以外の経費の削減」だ。

そこで、同項目の回答結果を示したものが左記

の下段グラフである。

「期待通りの成果」の値は増加しているものの、

「期待を超える成果」が減り、「期待未満の成果」

が増えていることがスコア低下の要因であること

が確認できる。

つまり、中小企業向けには本業における売上の

増加や経費の削減だけでなく、本業以外の経費

削減にも寄与するIT活用提案によって、ユーザ

企業の期待を超える成果を出すことが差別化の

重要ポイントとなってくる。

2025年 支出額の実績値に基づく中堅・中小向けのIT市場規模推移
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出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2025年12月22日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は支出額の実績値に基づく中堅・中小向けのIT市場規模推移に関する集計/分析を行い、その結果を
発表した。本リリースは「2025年版中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート」のサンプル/ダイジェストである。

＜2025年のIT市場規模は約1兆4550億円、小規模は厳しい状況だが中堅と中小は概ね好転＞

ノークリサーチの年刊調査レポート「中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート」では、毎年有効回答件数

1300社の中堅・中小企業を対象とした調査を実施している。同調査ではベンダや販社/SIerから実際に導入した製品やサービス

は何か？その際に支出した金額は幾らか？を尋ねた結果を集計/分析し、DX関連ソリューション、業務アプリケーション、ハード

ウェア、クラウドサービスといった計25項目に渡るIT商材/ソリューションの市場規模を年商別、業種別、地域別に算出している。

以下のグラフは中堅・中小市場におけるIT市場規模（全てのIT商材/ソリューションの合算値）を年商規模別に集計した結果を

2024年と2025年で比較したものだ。（IT市場規模の算出対象などに関する詳細は次頁を参照）

■計25項目のIT商材/ソリューションの市場規模を年商5区分、業種8区分、地域9区分で算出
■年商5～50億円では<<ハードウェア>>が伸長、内訳では 「サーバ/ストレージ機器」 が多い
■組立製造業では「基幹系システム」と「顧客管理系システム」の連携による市場拡大に注目
■近畿地方のDX市場規模では自動化/ ペーパレス化/ コミュニケーション改善の比率が高い

2025年 支出額の実績値に基づく中堅・中小向けのIT市場規模推移

調査時期： 2025年7月～8月
対象企業： 日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照： https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025SP_user_rep.pdf

2025年のIT市場規模は約1兆4550億円、小規模は厳しい状況だが中堅と中小は概ね好転

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

2025年の中堅・中小向けIT市場規模の合計値は14,452.2億円となり、2024年（14,862.5億円）と概ね横ばいとなった。年商別に

見た場合には小規模企業層（年商5億円未満）で大幅減、中堅中位企業層（年商100～300億円）で微減である点を除き、他の

年商区分では増加している。2023年～2024年は中堅上位企業層（年商300～500億円）を除くいずれの年商区分も市場規模が

横ばいまたは縮小していた点を踏まえると（※）、2024年～2025年は小規模企業層が厳しい状況ではあるものの、中小企業層

（年商5～50億円）と中堅企業層（年商50～500億円）のIT支出は概ね好転していると捉えることができる。

※ https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2024SP_user_rel2.pdf

上記はIT市場規模の合計値であるため、ベンダや販社/SIerが今後の施策を検討する上ではIT商材/ソリューション毎の動向

を年商別、業種別、地域別に把握する必要がある。最新刊「2025年版中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態

レポート」では、計25項目に渡るIT商材/ソリューションの市場規模を年商別、業種別、地域別に算出した経年変化（2024年～

2025年）を分析し、ベンダや販社/SIerが注力すべき分野や顧客層はどこか？を明らかにしている。次頁以降では、その一部を

サンプル/ダイジェストとして紹介している。

中堅・中小全体の市場規模

2024年： 14,862.5億円

2025年： 14,452.2億円

ここでは年商別の全体市場規模

を掲載しているが、調査レポート

にはDX、業務アプリ、クラウド、

ハード ウェアなど25項目に渡る

IT商材/ソリューション別の市場

規模を年商別、業種別、地域別

に集計した結果を収録している

中堅・中小向けIT市場：どの商材をどのユーザに提案するのが最善か？

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2025年12月8日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小向けIT市場において、ベンダや販社/SIerが「どの商材をどのユーザに提案するのが
最善なのか？」に関する調査を行い、その結果を発表した。本リリースは「2025年版中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先
の実態レポート」のサンプル/ダイジェストである。

＜市場調査データを参照すれば、「様々なIT商材/ソリューションの確実な売り先」が見えてくる＞

本リリースの元となる調査レポート「2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート」では有効回答

件数1300社のユーザ企業を対象として、「どのようなIT商材やソリューションをどのIT企業から導入しているか？」 「その結果、

どのような成功体験（売上の増加、従業員の生産性向上など）を得たか？」 「委託先/購入先であるIT企業に関する満足点や

不満点は何か？」などを集計/分析している。

IT商材やソリューションの委託先/購入先となっているベンダや販社/SIerについては8グループ、計80超に渡る選択肢を設けて

導入社数シェアを集計/分析している。以下のグラフは「最も主要なIT商材やソリューションの委託先/購入先」はどのIT企業か？

を訪ねた結果の経年変化（2024～2025年）をグループ単位かつ年商大分類別にまとめたものだ。（選択肢の詳細は次頁に掲載）

■小規模企業層（年商5億円未満)では独立系販社/SIerのシェアが減少し、「その他」が増加
■オフコン由来のベンダ系、キャリア系、電力会社系、地場SIerなど多種多様な販路が存在
■2024年～2025年には中堅企業層（年商50～500億円）で基幹系システム導入割合が増加
■組立製造業向けには製造工程に関わる「ペーパレス化」「センサ+AIの活用」が今後も有望

中堅・中小向けIT市場：どの商材をどのユーザに提案するのが最善か？

調査時期： 2025年7月～8月
対象企業： 日本全国、全業種の年商500億円未満の中堅・中小企業1300社（有効回答件数、1社1レコード）
対象職責： 情報システムの導入や運用/管理または製品/サービスの選定/決裁の権限を有する職責
詳細については右記の調査レポート案内を参照： https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025SP_user_rep.pdf

小規模企業層（年商5億円未満)では独立系販社/SIerのシェアが減少し、「その他」が増加

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

赤矢印が示すように小規模企業層（年商5億円未満）では2024年から2025年にかけて<<独立系>>が減少し、<<その他>>が

増加していることがわかる。次頁以降ではこの点に関する詳細と共に調査レポートの分析/提言の一部を紹介していく。
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2024年：小規模企業層（年商5億円未満）(n=200)

2025年：小規模企業層（年商5億円未満）(n=200)

2024年：中小企業層（年商5～50億円）(n=600)

2025年：中小企業層（年商5～50億円）(n=600)

2024年：中堅企業層（年商50～500億円）(n=500)

2025年：中堅企業層（年商50～500億円）(n=500)

S2S.最も主要なIT商材やソリューションの委託先/購入先

<<独立系>> <<NEC系>> <<富士通系>> <<日立製作所系>>

<<キャリア系>> <<複合機ベンダ系>> <<電力会社系>> <<その他>>

出典：2025年版 中堅・中小企業のIT支出と業務システム購入先の実態レポート（ノークリサーチ）

ここでは年商大分類（3区分）の集計結果

を抜粋したが、調査レポートには年商別

（7区分）や業種別（9区分）などの様々な

データが収録されている

次頁へ続く

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025Sec_user_relex2.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025SIer_user_rep.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025SP_user_rep.pdf


ご好評いただいている既刊の調査レポート（2/2）：
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2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模

予測レポート

企業におけるAI活用が進むことで、データの重要性が

再認識され、ERPのリプレース/新規導入が加速する。

年商別および業種別にERPのリプレースや新規導入

につながるユーザ企業の重視事項、課題、ニーズは

何か？を分析＆提言、ERPの市場規模予測も算出。

【レポートの概要とダイジェスト】

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel1.pdf

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel2.pdf

2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測レポート

Nork Research Co.、Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年6月1日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小企業におけるERPのリプレースや新規導入を促進する要因（課題やニーズなど）および
今後期待されるERPの市場規模に関する分析結果を発表した。本リリースは「2026年版中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規
導入を促進する要因と市場規模予測レポート」の案内およびサンプル/ダイジェストである。

＜ERPのリプレースや新規導入を生じさせる要因は年商や業種によって異なる＞

中堅・中小企業においてもERPは業務システムの中核を成す最も重要な要素の1つである。昨今では会計、販売、人事給与と

いった個々の基幹系システムからERPへのステップアップが活発化しており、中堅・中小企業におけるERP新規導入の原動力

となっている。一方、中堅・中小向けと謳われている製品/サービスの中には単に複数の基幹系システムを併売したものや一部

の業務領域しかカバーできていないものもある。 その結果、ERP導入後に比較的短い期間で別の製品/サービスにリプレース

するユーザ企業も少なからず存在する。こうした背景を受けて 「2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入

を促進する要因と市場規模予測レポート」では中堅・中小企業におけるERPのリプレースや新規導入を促進する要因は何か？

その際の市場規模はどれくらいか？を明らかにしている。

■年商別と業種別に重視事項/課題/ニーズを分析し、ERP導入提案の成功ポイントを提言
■中堅企業は「リプレース > 新規導入」、小規模企業は逆の状況、中小企業は両者の中間
■ERP導入状況と様々な重視項目、課題、ニーズの関係性を網羅的に把握することが大切
■運輸業・サービス業では「AIの提示結果や処理内容の不安」がリプレースにつながる課題

2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を
促進する要因と市場規模予測レポート

年商別と業種別に重視事項/課題/ニーズを分析し、ERP導入提案の成功ポイントを提言

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

次頁以降では、調査レポートの中から幾つかの分析例を抜粋して紹介している。

出典：ノークリサーチ（2026年）

2026年版 中堅・中小向けERPのリプレース/新規導入による市場規模予測

Nork Research Co.、Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2026年7月13日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：www.norkresearch.co.jp）は中堅・中小向けERPのリプレースや新規導入に起因する市場規模予測を発表した。本リリース
は「2026年版中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測レポート」の案内およびサンプル/
ダイジェストである。

＜今後3年間でERPリプレース/新規導入に伴う市場規模は5367億円に達する＞

経産省のDXレポートが公開された頃から、ERPはSoR（System of Records）の代表格となり、SoE（System of Engagement）やSoI

（System of Insight）と比べてレガシー化したIT資産と見なされるようになった。一方で、企業におけるAI活用の焦点はAIチャット

を用いたインターネット上の情報収集から、社内に蓄積されたデータの有効活用へと移りつつある。 生成AIやAIエージェントの

導入で成果を上げるためには社内データの整備が欠かせない。その過程でERPのリプレースや新規導入が活性化する可能性

も十分考えられる。

そこで、本リリースの元となる「2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測

レポート」では、有効回答件数1300社のユーザ企業を対象とした調査結果を元に今後期待されるERPのリプレース/新規導入の

市場規模を算出している。

以下のグラフは今後期待されるERPのリプレース/新規導入の市場規模を年商別（小規模企業、中小企業、中堅企業）に集計

した結果である。（小規模企業=年商5億円未満、中小企業=年商5～50億円、中堅企業=年商50～500億円）

■ERP市場規模予測：リプレースは2396.1億円、新規導入は2970.9億円、合計は5367.0億円

■市場規模算出では「トップダウン方式」「ボトムアップ方式」を適切に使い分けることが重要

■リプレースや新規導入を引き起こすユーザ企業の課題やニーズを年商別/業種別に分析

2026年版中堅・中小向けERPのリプレース/新規導入による市場規模予測

ERP市場規模予測：リプレースは2396.1億円、新規導入は2970.9億円、合計は5367.0億円

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

リプレースは2396.1億円、新規導入は2970.9億円、両者の合計は5367.0億円に達することがわかる。次頁以降では市場規模

の算出方法やリプレース/新規導入につながるERP提案分析の結果を掲載している。
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出典： 2026年版 中堅・中小企業におけるERPのリプレース/新規導入を促進する要因と市場規模予測レポート（ノークリサーチ）

ここでは年商別の市場規模予測

を抜粋しているが、本リリースの

元となる調査レポートでは業種別

の市場規模予測も算出している。

2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート

DXソリューションを技術視点(9分野/48項目)&業務視点(8分野/38項目)に基づく導入パターン類型に

整理し、個別分析サービス(オプション)による個々のユーザ企業向けDX提案の施策/提言までカバー

した次世代型の調査レポート。生成AIのサービスシェア、適用場面、ユーザ企業の課題/ニーズ、導入

費用も網羅。

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025DXAI_user_rep.pdf

2025年「導入パターン類型」を知れば、個々のユーザ企業に最適なDX提案が分かる

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2025年5月19日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：http//www.norkresearch.co.jp）はIT企業が個々のユーザ企業に最適なDX提案を実践するための「DX導入パターン類型」
に関する調査/分析を行い、その結果を発表した。本リリースは「2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策
の提言レポート」のサンプル/ダイジェストである。

＜様々なDX取り組み状況を分析すれば、有効な「DX導入パターン類型」が見えてくる＞

DXソリューションを提案する際、IT企業は「様々なDX関連技術をどの業務に結び付ければ良いか判断できない」という課題を

抱えていることが多い。例えば、ペーパレス化を担うDX商材はAI-OCRやワークフローなど多岐に渡るが、それらを会計/営業/

人給のどれに適用するか？を示さなければ、説得力/具体性のある提案はできない。つまり、DX提案では技術視点と業務視点

の双方を押さえる必要がある。そこで、ノークリサーチが長年に渡ってユーザ企業におけるDXの取り組み状況を調査/分析して

きた結果を元に、DXを体系化したものが以下の左側の図だ。

■DXソリューション提案は「9分野の技術視点」と「8分野の業務視点」に整理することが大切

■5通りの「DX導入パターン類型」+「ユーザ企業毎のパラメータ設定」で最適なDX提案を得る

■「パターン4」の類型に対するペーパレス化の訴求では「どの業務に適用するか？」が重要

■「パターン4」の類型に対しては請求/入金の業務を効率化するペーパレス化の訴求が有効

2025年「導入パターン類型」を知れば、個々のユーザ企業に最適なDX提案が分かる

DXソリューション提案は「9分野の技術視点」と「8分野の業務視点」に整理することが大切

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

DXソリューションは9分野の技術視点（※1）と8分野の業務視点（※2）で整理することができる。例えば「AI/データ分析を用いて

製造/生産の工程を可視化/効率化する」といったように、※1は※2の実現手段であり、逆に※2は※1の対象業務となる。さらに、

※1はシステム階層、※2は業種特化レベルに沿って並べると各ソリューションの実現に必要な要素/労力も把握しやすい。

最新刊「2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート」では、上図を元にユーザ企業800社

に対する調査（2025年5月）を実施している。さらに上図の右側に示したように、このレポートでは階層クラスタ分析とベイジアン

ネットワーク分析によって、「Web会議による社内での対話改善は進みつつあるが、ペーパレス化が遅れている年商30億円の

製造業A社に対してペーパレス化を訴求するにはどの業務を対象とすべきか？」などのように、個々のユーザ企業のDX活用

実態を入力パラメータとして個々の具体策を提示する個別分析オプションサービスも提供している。次頁以降では調査レポート

の概要および個別分析の実例を紹介していく。

システム階層

高い

下位レイヤ
（インフラ、ハード）

中位レイヤ
（アプリ、ソフト）

上位レイヤ
（コンサル、サービス）

ロボット/ドローン/3Dプリンタ

IoT/XR/ウェアラブル/スマートデバイス

セキュリティ

クラウド/ネットワーク

テレワーク/モバイルワーク

RPA＆ノーコード/ローコード開発

ペーパレス化

AI/データ分析

コミュニケーション

営業/マーケティング

広告/広報

人事/給与/勤怠

法務

物流/調達

製造/生産

会計/経理

データ共有/連携

業種特化
レベル

技術視点

低い

業務視点

DXは技術/業務の双方の視点で整理することが大切

実施手段

対象業務

出典： 2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート（ノークリサーチ）

※

※

※の2分野は新たなH/W導入が不可欠であることを踏まえて下位レイヤに配置しており、
上位レイヤの取り組みが不要であることを意味するわけではない点に注意
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ユーザ企業800社

広告/広報

ペーパレス化

会計/経理

人事/給与/勤怠 営業/マーケティング

コミュニケーション

・手書き紙面の電子化（AI-OCR）
・データ入力段階での電子化
・業務フローにおける電子化
・その他のペーパレス化

・予実管理の精緻化/自動化
・経費精算処理の効率化
・請求/入金の効率化
・支払/出金の効率化
・その他の会計/経理

・販促媒体のオンライン化
・プロモーションの最適化
・レピュテーション管理
・その他の広告/広報

・採用/育成のオンライン化
・人材の最適配置と再学習
・実績に基づく給与の最適化
・場所に依らない勤怠管理
・その他の人事/給与/勤怠

・販路の拡大や開拓
・営業対話の多様化
・決裁手段の拡大
・営業情報の管理
・商材や販路の連動訴求
・顧客理解のオンライン化
・顧客関係の継続と深化
・その他の営業/マーケティング

・社内での対話改善
・社外との対話改善
・対話記録の自動化
・その他のコミュニケーション技術視点のDX 業務視点のDX

技術視点9分野、業務視点8分野
に渡るDXソリューション導入状況

ユーザ企業800社

階層クラスタ分析
によって、DX導入
パターンを類型化

個々のユーザ企業の
DX実態をパラメータに
設定して、ベイジアン
ネットワーク分析を実施

個々のユーザ企業向け
にどのDXソリューション
をどの順序で訴求する
べきかを把握する

個々のユーザ企業
がどのパターンに
該当するかを把握

2025年「導入パターン類型」を知れば、個々のユーザ企業に最適なDX提案が分かる

18.6%

37.3%

44.1%

30.5%

13.6%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

予実管理の精緻化/自動化

経費精算処理の効率化

請求/入金の効率化

支払/出金の効率化

その他の会計/経理：

実施済み/実施予定のDXソリューション（業務視点）（会計/経理）（複数回答可）

パターン4(n=59)

出典：2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート（ノークリサーチ）

Nork Research Co.,Ltd4

「パターン4」の類型に対しては請求/入金の業務を効率化するペーパレス化の訴求が有効

レス化」を訴求するのが最も有効となる。とは言え、「会計/経理」の業務と言っても非常に幅広い。そこで、本レポートの元となる

調査レポートでは5～9ページに列挙されているように、技術視点/業務視点それぞれのDX分野について具体的なソリューション

を実例と共に列挙し、どのソリューションが有望か？を深堀して分析できるようになっている。前頁下段のベイジアンネットワーク

図に示したように「会計/経理」のDX分野には計5項目のソリューションがある。A社が該当する「パターン4」において、どのような

会計/経理ソリューションの導入済み/導入予定が多いか？を示したのが以下のグラフである。

前頁下段のベイジアンネットワーク図を見ると、「ペーパレス化」に影響を与える業務視点のDX分野としては「会計/経理」「広告/

広報」 「人事/給与/勤怠」 「営業/マーケティング」 「コミュニケーション」の5つが挙げられることが確認できる。ここで知りたいのは

「どの業務に対してペーパレス化を適用するのが最善か？」という点だ。ベイジアンネットワーク分析では、ある項目の値が変化

11.8%

31.1%

21.8%

13.6%

45.1%

14.6%

43.5%

27.8%

14.9%

45.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

広告/広報

会計/経理

人事/給与/勤怠

営業/マーケティング

コミュニケーション

導入済み割合の比較（DX導入パターン4）

標準状態 ペーパレス化の導入が進んだ場合

n=170 出典：2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート（ノークリサーチ）

した時に他の項目がどうなるか

をシミュレートできる。そこで、

「ペーパレス化」の導入割合が

高まった時に5つの業務視点の

DX分野の実施割合がどう変化

するか？（橙帯）を標準の状態

（青帯）と比べたものが左記の

グラフである。

「会計/経理」は橙帯と青帯の差

が最も大きく、前頁下段の図に

おいても「ペーパレス化」と直接

繋がっている。したがって、A社

に対しては「会計/経理」の業務

を改善する手段として 「ペーパ

データを元にAIなどを用いて予実管理をシミュレートする

領収書のペーパレス化、申請/承認のオンライン化など

請求書のペーパレス化、入金処理のオンライン化など

支払書のペーパレス化、出金処理のオンライン化など

「パターン4」では「請求/入金

の効率化」の値が最も高い。

つまり、A社に対して「ペーパ

レス化」を訴求する際は請求

や入金の業務を対象とする

ことが最も有効だ。

ここでは分かり易い例として

「ペーパレス化」を挙げたが、

調査レポートでは1ページ目

の図に列挙された全てのDX

分野について同様の分析を

行うことができる。

企業属性（年商/業種など）：

実施済みのDX：

提案したいDX：

AI/データ分析

テレワーク

IoT

会計/経理

営業/マーケティング

ペーパレス化 訴求すべき業務：

前段とすべきDX：

個別分析アウトプットシート（※2）

個別分析インプットシート（※1）調査レポート本体（22.5万円税別）では「DX導入パターン類型」の詳細やDX全般の課題/ニーズ

を様々な視点から集計/分析し、ユーザ企業におけるDXの現状/今後を把握できる。さらに、追加

個別分析サービスを利用することで、本リリースで例示した個別のユーザ企業に着目した詳細な

分析を行うことができる。追加個別分析サービスでは調査レポート本体を購入したIT企業が右記

の※1シートを提示し、ノークリサーチが分析/提言を※2のシートで納品する。（両シートの詳細は

10ページに記載）

次頁以降では調査レポートで集計/分析しているDX分野/ソリューション一覧（5～9ページ）、

個別分析シートのサンプル（10ページ）、調査レポートの概要（11ページ）を掲載している。

2025年 ユーザの「無意識課題」を顕在化する営業シナリオの作成方法

Nork Research Co.,Ltd1

PRESS RELEASE（報道関係者各位） 2025年6月4日

ノークリサーチ（本社〒160-0022東京都新宿区新宿2-13-10武蔵野ビル5階23号室 代表：伊嶋謙ニ TEL：03-5361-7880
URL：http//www.norkresearch.co.jp）は調査データを元に生成された分析モデルを用いて、ユーザ企業が意識できていないIT活用
の課題を顕在化する営業シナリオを作成する方法を開発した。

＜調査データに基づく分析モデルでユーザ企業が自覚していない業務課題を浮き彫りにする＞

「DX」は既に真新しいキーワードではなくなったが、中堅企業/中小企業/小規模企業向けには依然として多くの訴求機会がある。

だが、例えばIT企業側が「ペーパレス化」を提案しても、ユーザ企業からは「可能なペーパレス化は全て実施済み」という反応が

返ってくることも少なくない。これはユーザ企業側が「どの業務にペーパレス化を適用すべきか？」を判断できず、本来であれば

ペーパレス化によって解決できる業務課題を自覚できていないためだ。ノークリサーチでは下図のように有効回答件数800社の

データを元に「ユーザの企業属性やDX実態に応じて、どのようなソリューションをどの順序で訴求すべきか？」の営業シナリオ

を作成する手法を開発した。 例えば、Web会議などのコミュニケーション改善に取り組んでいる年商30億円の製造業にペーパ

レス化を訴求したい場合は「人事給与や営業ではなく、会計/経理を対象業務として、特に請求書のペーパレス化や入金処理の

オンライン化といった請求/入金に焦点を当てる」ことが最善の営業シナリオとなる。 （年商、業種、DX実態が少しでも異なれば、

最善の営業シナリオは当然ながら変わってくる）

■年商や業種だけでなく、DX取り組み実態を考慮してパターン化＆モデル化することが重要

■技術視点（9分野）と業務視点（8分野）で体系化すると、DXはパターンに分けて整理できる

■ユーザ毎の最善なDX提案は何か？800社の調査データに基づく分析モデルでシミュレート

2025年 ユーザの「無自覚課題」を顕在化する営業シナリオの作成方法

年商や業種だけでなく、DX取り組み実態を加味してパターン化＆モデル化することが重要

調査設計/分析/執筆： 岩上由高

次頁以降では上記の具体例を元に分析モデルを用いた営業シナリオ作成手順の詳細を紹介していく

「ペーパレス化」を訴求したい特定顧客または顧客層（A）

・年商30億円の製造業

・実施済みのDX 「コミュニケーション」（社内での対話改善）

************

**********

****

*******

***************

***********
************

**********

****

*******

***************

***********

有効回答件数800社
の調査データ

************

**********

****

*******

***************

***********

************

**********

****

*******

***************

***********

A にペーパレス化を訴求する際に対象とすべき業務

人事/給与/勤怠 ⇒ ×

営業/マーケティング ⇒ ×

会計/経理 ⇒ ◎ ⇒ 請求/入金 > 経費精算 > 支払/出金 > 予実管理

分析モデル1適合する分析
モデルの選定

・・・・

分析モデル2 分析モデルN
Aの分析モデル

年商30億円の製造業に「ペーパレス化」を訴求したいと考えるIT企業における営業シナリオ作成例

最も有効な営業トーク ⇒ 「まずは請求書のペーパレス化や入金処理のオンライン化から始めましょう！」

年商/業種＆DX実態の情報をインプット
・企業属性+DX実態に応じたパターン分類
・パターン毎の分析モデル生成

分析モデル
による推論

2025年 ユーザの「無意識課題」を顕在化する営業シナリオの作成方法

Nork Research Co.,Ltd3

ユーザ毎の最善なDX提案は何か？800社の調査データに基づく分析モデルでシミュレート

さらに、上図において「会計/経理」の分野における具体的なDXソリューションのうちで、Aが属するパターン4で最も実施予定/

実施済みの割合が高いものはどれか？を確認すると、以下のグラフのように「請求/入金の効率化」であることがわかる。

下図はAのケースが該当する「パターン4」のDX実態分類で「ペーパレス化」と関連の深いDX分野を示した分析モデルである。

ここでは「ベイジアンネットワーク分析」という手法を用いている。同手法は様々な事象（この場合は各DX分野の取り組み状況）

の関連性を楕円と矢印を用いて視覚化し、「ある事象が起きた時、他の事象がどうなるか？」を推論（シミュレート）できる。実際

に「ペーパレス化と同期して取り組みが進む他のDX分野は何か？」を分析すると、「会計/経理」が最も有望であることがわかる。

広告/広報

ペーパレス化

会計/経理

人事/給与/勤怠 営業/マーケティング

コミュニケーション

・手書き紙面の電子化（AI-OCR）
・データ入力段階での電子化
・業務フローにおける電子化
・その他のペーパレス化

・予実管理の精緻化/自動化
・経費精算処理の効率化
・請求/入金の効率化
・支払/出金の効率化
・その他の会計/経理

・販促媒体のオンライン化
・プロモーションの最適化
・レピュテーション管理
・その他の広告/広報

・採用/育成のオンライン化
・人材の最適配置と再学習
・実績に基づく給与の最適化
・場所に依らない勤怠管理
・その他の人事/給与/勤怠

・販路の拡大や開拓
・営業対話の多様化
・決裁手段の拡大
・営業情報の管理
・商材や販路の連動訴求
・顧客理解のオンライン化
・顧客関係の継続と深化
・その他の営業/マーケティング

・社内での対話改善
・社外との対話改善
・対話記録の自動化
・その他のコミュニケーション

技術視点のDX 業務視点のDX

出典：2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート（ノークリサーチ）

「パターン4」において「ペーパレス化」と関連の深いDX分野

18.6%

37.3%

44.1%

30.5%

13.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

予実管理の精緻化/自動化

経費精算処理の効率化

請求/入金の効率化

支払/出金の効率化

その他の会計/経理：

実施済み/実施予定のDXソリューション（業務視点）（会計/経理）（複数回答可）

パターン4(n=59)
出典：2025年版 DX＆AIソリューションの導入パターン類型化と訴求策の提言レポート（ノークリサーチ）

データを元にAIなどを用いて予実管理をシミュレートする

領収書のペーパレス化、申請/承認のオンライン化など

請求書のペーパレス化、入金処理のオンライン化など

支払書のペーパレス化、出金処理のオンライン化など

こうした分析を経て、Aに対してペーパレス化を訴求する際は「人事給与や営業ではなく、会計/経理を対象業務として、請求書

のペーパレス化や入金処理のオンライン化といった請求/入金に焦点を当てる」という営業シナリオが最善であることがわかる。

こうした営業シナリオ作成を行う調査レポートのオプション「追加個別分析サービス」の実施費用は下記の通りである。

基本費用： 150,000円税別 解説/提言（1時間のWeb会議）を含む

従量費用： 28,000円税別/件

次頁では上記オプションの元となる調査レポートの概要を記載している。

ユーザ企業が自覚
できていないペーパ
レス化と会計/経理
とのつながり

データ分析によって最も有望
な具体的なDXソリューション
は何か？が分かる

例） 1時間の解説でユーザ企業2件分の分析を行う場合は

15万円+2.8万円×2 = 20.6万円

2025年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート

ERP、会計、販売、人事給与、グループウェア、CRM、BIなど計10分野に渡る業務アプリケーションの

導入済み/導入予定の社数シェア、導入年、運用形態（オンプレミス/クラウド）、 課題、ニーズを年商別

や業種別などの多角的な視点から集計/分析

【レポート案内】 https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025itapp_rep.pdf

2025年 中堅・中小向けERPにおけるAI活用でワークフローが担う役割

Nork Research Co.,Ltd3

以下のグラフはERPが今後持つべき機能や特徴として「業務フローを管理するワークフロー機能がある」と回答したユーザ企業

における「AIチャットによる対話的利用」（※5） と「AIによる危険な操作の検知」（※6） のニーズ割合を全体平均と比較した結果

である。つまり、ERPにはワークフロー機能が必要と考えるユーザ企業は「従業員の業務を支援または保護するためのAI活用」

についても意欲的なのか？を確認するためのデータということになる。

生成AIサービスとの効果的な連携を実現するには業務フロー定義/設定の情報が必要

上記のグラフが示すように「ERPにはワークフロー機能が必要」と考えるユーザ企業では「AIチャットによる対話的利用」（※5）

や「AIによる危険な操作の検知」（※6）のニーズ割合も全体平均と比べて大幅に高い。つまり、上記に赤字で示した問いかけ

の回答は「Yes」ということになる。

「AIチャットによる対話的利用」（※5） や「AIによる危険な操作の検知」（※6）を実現する際にワークフロー機能が重要な役割

を果たすという点は実装面からの考察においても当てはまる。AIがチャットを通じて次に行うべき操作を助言したり、ある操作

が危険であるかを判断するには、まずAIが業務フローを把握できている必要がある。

そこで、ERPのワークフロー機能で定義/設定した業務フローをAIが理解できる書式で出力し、連携対象となる生成AIサービス

に渡すといった実装方法が考えられる。その上で、頻繁に実行される業務手順や危険度の高い処理（全レコードのコピーなど）

を学習させておく。こうした生成AIサービスとの連携によって、ERPにおける※5や※6の機能を実現することができる。

このようにユーザ企業のニーズという観点だけでなく、実装面からの考察においても「生成AIサービス」と「ワークフロー機能」は

今後のERPの重要ニーズを担う両輪としての役割を担うと捉えることができる。

12.1%

13.2%

29.2%

28.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

AIチャットでシステムを対話的に利用できる

セキュリティ上危険な操作をAIが検知できる

P1-6C.最も主要な製品/サービスが今後持つべきと考える機能や特徴（複数回答可）

全体平均（n=720） 業務フローを管理するワークフロー機能がある(n=89)

出典：2025年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート（ノークリサーチ）

※5

※6

ワークフロー機能 生成AIサービス

AI時代のERPに必要な両輪

業務フロー定義/設定の情報

対話処理と高度な推論

ここではERPにおけるAI関連ニーズの一部とワークフロー機能との関連性を述べたが、本リリースの元となる調査レポートでは

ここでは言及しなかった他のAI関連ニーズやERPにおける課題など、様々な視点から中堅・中小向けERP市場の分析と提言を

述べている。次頁には本リリースの元となる調査レポートの詳細（価格や収録内容など）を掲載している。

2025年 中堅・中小BI市場における「パーソナルBI」の顕在化とAIによる課題解決

Nork Research Co.,Ltd2

本リリースの元となる調査レポートでは、以下の選択肢を列挙して導入済みのBI製品/サービスについてユーザ企業が抱えて

いる課題を集計/分析している。

分析時におけるAIを活用したユーザ補助では「チャット指示」と「自動判断」の選択が重要

P9-6B. BI製品/サービスについて現時点で抱えている課題

<<分析の指示や設定に関する課題>>

・売上などの予測/シミュレーションを行うことができない

・データを深堀して分析したいが、操作/設定が難しい

・分析結果の見た目を変えたいが、方法が分からない

・高度な分析を行うための関数や数式を記述できない

<<分析ポイントの選定に関する課題>>

・どのようなポイントに着目して分析すべきか分からない

・目的に応じてどんなデータを揃えれば良いか分からない

・売上などに影響する要素や因子は何かを特定できない

・顧客が抱く感情/印象などの曖昧な情報は分析できない

<<分析結果の活用に関する課題>>

・同じ分析作業を手作業で繰り返し何度も行う必要がある

・ヒトが見ても分かり易いように分析結果をまとめられない

<<システム形態に関する課題>>

・パッケージとSaaSを選択/併用できない

・ブラウザのみでは一部の機能しか利用できない

「パーソナルBI」という手軽さを保ったまま、こうした課題を解決するためには

AIを活用したユーザ補助機能が不可欠だ。 その実現方法には大きく分けて

・自然言語（チャット）でユーザが指示できる

・データ内容を元にAIが自動的に判断する

の2通りのアプローチがある。本リリースの元となる調査レポートでは、ユーザ

企業がBI製品/サービスに必要と考える機能/特徴は何か？についても、多数

の選択肢を列挙して集計/分析を行っている。その結果を見ることで、「チャット

指示」と「自動判断」のどちらをユーザ企業は望んでいるか？を把握できる。

次頁ではBIと他の業務アプリケーション分野の関連性について述べる。

<<分析に用いるデータに関する課題>>

・入力データに不整合や欠損があり、確認や修正が難しい

・公開された公共データ（人口動態など）を活用できない

・分析に必要なデータをERPなどの業務システムに集約できない

・分析に必要なデータをクラウド上のデータストアに集約できない

・分析に必要なデータを各々の業務システムから参照できない

<<システム連携に関する課題>>

・クラウド上のAIチャットは自社データを利用される懸念がある

・チャットや音声などの対話データを分析することができない

・使い慣れたツール（Microsoft Excel）などで操作ができない

・分析結果を他の業務システムの形式に変換/出力できない

・単体の製品/サービスに依存するのは避けたい

・SaaSの組み合わせでは要件を満たせない

<<その他>>

・その他：

・課題は全くない（排他）

以下のグラフは上記の中から、<<分析の指示や設定に関する課題>>の回答割合を集計したものだ。赤点線が示す

ように、データ分析の「操作/設定」（※1）や「見た目の変更」（※2）に難しさを感じるユーザ企業が多いことがわかる。

13.9%

21.1%

21.6%

11.1%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

売上などの予測/シミュレーションを行うことができない

データを深堀して分析したいが、操作/設定が難しい

分析結果の見た目を変えたいが、方法が分からない

高度な分析を行うための関数や数式を記述できない

P9-6B.現時点で抱えている課題（複数回答可）

<<分析の指示や設定に関する課題>>

導入済み（n=440）

出典： 2025年版 中堅・中小企業のITアプリケーション利用実態と評価レポート（ノークリサーチ）

※1

※2

方策A： チャット指示

方策B： 自動判断

「パーソナルBI」の利点を保ちつつ、

AIによる解決を図るには？

どちらが有望か？の判断が重要

本ドキュメントに関するお問い合わせ 

本ドキュメントの無断引用・転載を禁じます。引用・転載をご希望の場合は下記をご参照の上、担当窓口にお問い合わせください。
引用・転載のポリシー： https://www.norkresearch.co.jp/policy/index.html

株式会社 ノークリサーチ 担当：岩上 由高
〒160-0022 東京都新宿区新宿2-13-10 武蔵野ビル5階23号室

TEL 03-5361-7880 FAX 03-5361-7881
Mail: inform@norkresearch.co.jp

Web: www.norkresearch.co.jp 

https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel1.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2026ERPBN_rel2.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025DXAI_user_rep.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/pdf/2025itapp_rep.pdf
https://www.norkresearch.co.jp/policy/index.html
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